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1. はじめに 
 
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構という）は「災害対策基本法」1)

及び「武力攻撃事態対処法」2)に基づく指定公共機関として、原子力災害や放射線緊急事態等が発

生した場合には、災害対応に当たる国や地方公共団体の要請に応じて人的・技術的支援を行うこ

ととなっている。 
我が国の原子力災害対策に関する基本的な計画が定められている「防災基本計画（第 12 編：原

子力災害対策編）」3)において、指定公共機関である原子力機構は、原子力災害応急対策として、

(1) 緊急時モニタリングの支援、(2) 航空機モニタリングの支援、(3) 被ばく線量の推計・把握の

支援、(4) 避難退域時検査及び簡易除染の支援、(5) 原子炉工学、放射線防護等の専門家の派遣、

(6) 防災資機材の提供、(7) 住民からの問合せ対応（専用電話を備えた窓口の設置）、(8) 核燃料物

質等の事業所外運搬中の事故に対する専門家の派遣、(9) 緊急事態応急対策等拠点施設への職員

の派遣、という役割が求められている。 
上記のうち(3)については、「国（原子力規制委員会、環境省）、指定公共機関（国立研究開発法

人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）及び地方公共団体は、

原子力緊急事態宣言発出後、健康調査・健康相談を適切に行う観点から、発災後一週間以内を目

途に緊急時における放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくの把握を、一か月以内を目途に放射性

セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うとともに、速やかに外部被ばく線量の推計等

を行うための行動調査を行うものとする。」と記載されている。すなわち、指定公共機関としての

原子力機構に対して、原子力緊急時において公衆の被ばく線量の推計・把握に関する技術的支援

が要求されている。 
また、公衆の緊急時被ばく線量に関する技術的支援は、関係省庁のより詳細な役割分担や具体

的な対応が記載されている「原子力災害対策マニュアル」4)、及び現行法令に基づいて原子力機構

が指定公共機関として定めている「原子力機構防災業務計画」5)にも記載されている。しかし、健

康調査・健康相談を適切に行うという目的を達成するために、基本方策（簡易検査と詳細検査の

実施、検査の精度等）、調査対象（地域、対象人数、年齢構成等）、調査方法（使用する測定機器

と台数、実施場所等）、実施体制（国や関連機関の連携と役割分担、測定・評価要員の人数規模等）

について、具体的かつ詳細には検討されていない状況である。 
このため、原子力緊急時支援・研修センター（以下、支援・研修センターという）では、公衆

の緊急時被ばく線量の推計・把握に関する技術的支援について議論するため、「緊急時の線量評価

検討ワーキンググループ（以下、線量評価検討 WG という）」を平成 28 年（2016 年）2 月に支援・

研修センター内に設置し、同年 9 月まで 5 回に渡って会合を開催した。線量評価検討 WG は、被

ばく線量評価や放射線計測を専門とする原子力機構内の専門家 6 名から構成され、以下の方針に

従って議論を行った。なお、線量評価検討 WG に関する情報（WG メンバー・事務局名簿、会合

開催日及び報告書原稿の執筆分担）を付録Ⅰに示す。 
・上記に示された公衆の緊急時被ばく線量評価の課題に関する提案について、国の主導による

基本方針が示されていない状況において、関連機関と十分に協議・調整することなしに原子

力機構単独で短期間のうちにまとめるのは困難である。このため、線量評価検討 WG では、

原子力機構が協力あるいは実施した福島第一原子力発電所事故時の緊急時被ばく線量評価の

活動を調査・検討することにより、技術的課題を抽出してその考察を行う。 
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・福島第一原子力発電所事故対応における原子力機構の緊急時被ばく線量評価の活動について

は、特に福島県「県民健康管理調査」ホールボディカウンタによる内部被ばく検査、及び福

島県「県民健康管理調査」線量評価委員会を調査・検討することにより、実施経緯、被ばく

線量の評価結果、被ばく線量評価を実施する上で技術的課題を抽出してその考察を行う。 
・福島県「県民健康管理調査」では、原子力機構が協力して実施した住民の内部被ばく及び外

部被ばく線量評価を調査対象とした。原子力機構が実施したその他の被ばく線量評価につい

ては、内部被ばく線量評価を中心として文献調査を行い、被ばく線量評価を実施する上で技

術的課題を抽出してその考察を行う。 
 本報告では、公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関する技術的支援について、線量評価検

討 WG において調査・考察した結果を報告することにより、国や地方公共団体、及び原子力機構

内における今後の具体的かつ詳細な検討及び活動に貢献することを目的とする。 
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・福島第一原子力発電所事故対応における原子力機構の緊急時被ばく線量評価の活動について

は、特に福島県「県民健康管理調査」ホールボディカウンタによる内部被ばく検査、及び福

島県「県民健康管理調査」線量評価委員会を調査・検討することにより、実施経緯、被ばく

線量の評価結果、被ばく線量評価を実施する上で技術的課題を抽出してその考察を行う。 
・福島県「県民健康管理調査」では、原子力機構が協力して実施した住民の内部被ばく及び外

部被ばく線量評価を調査対象とした。原子力機構が実施したその他の被ばく線量評価につい

ては、内部被ばく線量評価を中心として文献調査を行い、被ばく線量評価を実施する上で技

術的課題を抽出してその考察を行う。 
 本報告では、公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関する技術的支援について、線量評価検

討 WG において調査・考察した結果を報告することにより、国や地方公共団体、及び原子力機構

内における今後の具体的かつ詳細な検討及び活動に貢献することを目的とする。 
 
  

JAEA-Review 2020-071 

- 3 - 

2. 現行の法令等における緊急時被ばく線量評価に関する記載 
 
現行の原子力防災関連の法令等において、公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握がどのように

記載されているかを調査した。調査対象としたのは、我が国の原子力防災関連の基本的な法令で

ある「防災基本計画（第 12 編：原子力災害対策編）」、関係省庁のより詳細な役割分担や具体的な

対応が記載されている「原子力災害対策マニュアル」、及び現行法令に基づいて指定公共機関とし

て原子力機構が緊急時支援業務を定めている「原子力機構防災業務計画」の 3 種類である。 
 
2.1 防災基本計画 

防災基本計画（第 12 編：原子力災害対策編）は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災

害から保護するため、原子力防災に関して、基本理念及び必要な災害対策の基本を定めたもの

である 3)。以下に、公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関わる記載を抜粋する。 
 

 
 

第 1 章 災害予防 
(12) 公衆の被ばく線量の把握体制の整備 
○ 国〔原子力規制委員会、環境省〕及び指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は、健康調査・健康

相談を適切に行う観点から、公衆の被ばく線量の把握を迅速に行えるよう、モニタ

リングデータ及び移動（行動）から線量推計を行うためのツール（ソフトウェア）

の整備・維持を行うとともに、線量評価要員の確保等、公衆の被ばく線量評価体制

を整備するものとする。 
○ 国〔原子力規制委員会、内閣府、環境省〕及び指定公共機関〔国立研究開発法人量

子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は、地方公

共団体が健康調査・健康相談を適切に行う観点から行う被ばく線量の把握を支援す

るため、ホールボディカウンタ、甲状腺モニタ等の配備・維持管理、測定・評価要

員の確保等を行うものとする。 
 
第 2 章 災害応急対策 

(2) 緊急時の公衆の被ばく線量の把握 
○ 国〔原子力規制委員会、環境省〕、指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術

研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕及び地方公共団体は、

原子力緊急事態宣言発出後、健康調査・健康相談を適切に行う観点から、発災後一

週間以内を目途に緊急時における放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくの把握を、

一か月以内を目途に放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うと

ともに、速やかに外部被ばく線量の推計等を行うための行動調査を行うものとす

る。 
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ここでは、国と指定公共機関は、災害予防措置として、 
・被ばく線量推計を行うためのツール（ソフトウェア）の整備・維持、及び被ばく線量評価

体制の整備を行うこと、 
・被ばく線量推計用測定器の配備・維持管理、及び測定・評価要員の確保を行うこと、 

が定められており、これらは、地方公共団体が健康調査・健康相談を適切に行う観点から実施

する被ばく線量評価の把握を支援することが目的である。 
また、国、指定公共機関及び地方公共団体は、災害応急対策として、 
・発災後一週間以内を目途に放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくを把握すること、 
・一か月以内を目途に放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくを把握すること、 
・速やかに外部被ばく線量の推計を行うための行動調査を行うこと、 

が定められており、これらも、原子力緊急事態宣言発出後、公衆の健康調査・健康相談を

適切に行う観点から実施することが目的である。 

 

2.2 原子力災害対策マニュアル 
原子力災害対策マニュアルは、原子力防災関係の諸法令に定める事項に基づき、関係省庁が

連携し一体となった防災活動が行われるよう、詳細な役割分担や具体的な対応要領を取りまと

めたものである 4)。以下に、公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関わる記載を抜粋する。 
 

第 2 関係省庁における対応要領 
第 1 編 事態ごとの組織・応急対策業務等 
第 4 章 全面緊急事態 

19 健康調査・管理〈医療班〉（環境省、規制庁、厚生労働省） 
(1) 原子力被災者等の被ばく線量の推計 

① 原災本部の指示の下、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構及び地方公共団体は、健康調査・健康相談を

適切に行う観点から、緊急時における公衆の被ばく線量の推計を行う。 
② 現地医療班は、公衆の被ばく線量の推計の必要性、対象（地域、年齢等）、方

法（使用する機器等）、実施場所等について、国立研究開発法人量子科学技術

研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構及び地方公共団体と

協議・調整を行うとともに、必要な支援を行う。 
③ 関係指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開

発法人日本原子力研究開発機構）及び地方公共団体等は、緊急時における甲状

腺簡易測定、ホールボディカウンタによる内部被ばく線量測定、及び外部被ば

く線量の推計等のための行動調査を行う。 
 

(2) 原子力被災者等の健康管理や健康相談の実施 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構及び国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構は、関係省庁、地方公共団体等が行う健康管理及び健康相談に対

し、放射線の健康影響等に関する技術的な支援を行う。 
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ここでは、国と指定公共機関は、災害予防措置として、 
・被ばく線量推計を行うためのツール（ソフトウェア）の整備・維持、及び被ばく線量評価

体制の整備を行うこと、 
・被ばく線量推計用測定器の配備・維持管理、及び測定・評価要員の確保を行うこと、 

が定められており、これらは、地方公共団体が健康調査・健康相談を適切に行う観点から実施

する被ばく線量評価の把握を支援することが目的である。 
また、国、指定公共機関及び地方公共団体は、災害応急対策として、 
・発災後一週間以内を目途に放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくを把握すること、 
・一か月以内を目途に放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくを把握すること、 
・速やかに外部被ばく線量の推計を行うための行動調査を行うこと、 

が定められており、これらも、原子力緊急事態宣言発出後、公衆の健康調査・健康相談を

適切に行う観点から実施することが目的である。 

 

2.2 原子力災害対策マニュアル 
原子力災害対策マニュアルは、原子力防災関係の諸法令に定める事項に基づき、関係省庁が

連携し一体となった防災活動が行われるよう、詳細な役割分担や具体的な対応要領を取りまと

めたものである 4)。以下に、公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関わる記載を抜粋する。 
 

第 2 関係省庁における対応要領 
第 1 編 事態ごとの組織・応急対策業務等 
第 4 章 全面緊急事態 

19 健康調査・管理〈医療班〉（環境省、規制庁、厚生労働省） 
(1) 原子力被災者等の被ばく線量の推計 

① 原災本部の指示の下、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構及び地方公共団体は、健康調査・健康相談を

適切に行う観点から、緊急時における公衆の被ばく線量の推計を行う。 
② 現地医療班は、公衆の被ばく線量の推計の必要性、対象（地域、年齢等）、方

法（使用する機器等）、実施場所等について、国立研究開発法人量子科学技術

研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構及び地方公共団体と

協議・調整を行うとともに、必要な支援を行う。 
③ 関係指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開

発法人日本原子力研究開発機構）及び地方公共団体等は、緊急時における甲状

腺簡易測定、ホールボディカウンタによる内部被ばく線量測定、及び外部被ば

く線量の推計等のための行動調査を行う。 
 

(2) 原子力被災者等の健康管理や健康相談の実施 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構及び国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構は、関係省庁、地方公共団体等が行う健康管理及び健康相談に対

し、放射線の健康影響等に関する技術的な支援を行う。 
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ここでは、指定公共機関及び地方公共団体は、全面緊急事態において、 

・原災本部の指示の下、現地医療班と協議・調整して、健康調査・健康相談を適切に行う観

点から、公衆の被ばく線量の推計を行うこと、 

・内部被ばく線量測定、及び外部被ばく線量の推計のための行動調査を行うこと、 

・関係省庁や地方公共団体等が行う健康管理及び健康相談に対して、放射線の健康影響等に

関する技術的な支援を行うこと、 

が定められている。 

 

2.3 原子力機構防災業務計画 

原子力機構防災業務計画は、災害対策基本法に基づいて、原子力機構が行う緊急時支援に関

する諸施策の基本計画を定めたものである 5)。以下に、公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握

に関わる記載を抜粋する。 
 

 

ここでは、原子力機構は、災害予防措置及び災害応急対策として、 
・公衆の被ばく線量評価のための支援体制を整備すること、 
・被ばく線量推計用測定器の配備・維持管理、及び測定・評価要員の確保を行うこと、 
・内部被ばく線量及び外部被ばく線量の推計に必要な技術的支援を行うこと、 

が定められている。これらは、主に原子力機構の専任者及び指名専門家が行うことになる。 
 
2.4 現行の法令等の記載に関する課題 

上記に示した記載をまとめると、原子力災害等が発生した場合には、国と地方公共団体は、 
・発災後一週間以内を目途に放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくを把握すること、 
・一か月以内を目途に放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくを把握すること、 
・速やかに外部被ばく線量の推計を行うための行動調査を行うこと、 

が求められている。原子力機構は、原子力災害対策本部の指示の下、それらに関する技術的支

第 3 章 災害予防（災害に関する事前措置） 
10．公衆の被ばく線量の把握体制の整備 

(1) 国及び地方公共団体が行う公衆の被ばく線量の把握を支援するため、線量評価要員

の確保等、公衆の被ばく線量評価のための支援体制を整備する。 
(2) 国及び地方公共団体が行う公衆の被ばく線量の把握を支援するため、ホールボディ

ーカウンター、甲状腺モニター等の配備・維持管理、測定・評価要員の確保等を行

う。 
 
第 4 章 災害応急対策 

4．緊急時の公衆の被ばく線量の把握 
原子力緊急事態宣言発出後、国及び地方公共団体と連携し、緊急時における内部被

ばく線量及び外部被ばく線量の推計等に必要な技術的支援を行う。 
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援を実施することとされている。また、事前準備として、支援に必要な体制の整備、被ばく線

量推計用測定器の配備・維持管理、及び測定・評価要員の確保を行うことになっている。これ

らに対応するため、原子力機構では被ばく線量推計用測定器（甲状腺モニタ、ホールボディカ

ウンタ等）を準備・維持管理するとともに、環境モニタリング、個人被ばく評価、環境影響評

価、放射線管理という分野の指名専門家を中心とした測定・評価要員を確保している。 
しかし、現行の関連法令等には、「公衆の被ばく」、「線量の推計、評価」等の公衆の緊急時被

ばく線量の推計・把握に関する記載があるものの、避難退域時検査・簡易除染 6)や安定ヨウ素

剤の配布・服用 7)に関する場合とは異なり、現時点では具体的なマニュアルやガイドラインが

整備されていない。このため、以下に示すような課題が生じている。 
 

(1) 被ばく線量評価の調査対象と実施方法 
公衆の緊急時被ばく線量を推計・把握することは、公衆の健康調査・健康相談を適切に行

う観点から一定期間内に実施されることとされている。この目的を達成するために、基本方

策（簡易検査と詳細検査の実施、検査の精度等）、調査対象（地域、対象人数、年齢構成等）、

実施方法（使用する測定機器と台数、実施場所、測定・評価要員の人数規模等）について、

具体的かつ詳細に検討されていない。 
 

(2) 国や関係機関の連携と役割分担 
公衆の被ばく線量を推計・把握する体制として、国（原子力規制委員会、環境省、内閣府、

厚生労働省）、指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下、量研機構

という）、原子力機構）及び地方公共団体（道府県、市町村）という多く組織が係わることに

なる。これらの組織が如何に連携して如何なる役割分担をすべきかについて、十分な検討が

なされていない。 
 

上記(1)の調査対象や実施方法の一部について、「原子力災害対策指針」8)に甲状腺モニタリン

グに関する以下のような記載が見られる。 
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援を実施することとされている。また、事前準備として、支援に必要な体制の整備、被ばく線

量推計用測定器の配備・維持管理、及び測定・評価要員の確保を行うことになっている。これ

らに対応するため、原子力機構では被ばく線量推計用測定器（甲状腺モニタ、ホールボディカ

ウンタ等）を準備・維持管理するとともに、環境モニタリング、個人被ばく評価、環境影響評

価、放射線管理という分野の指名専門家を中心とした測定・評価要員を確保している。 
しかし、現行の関連法令等には、「公衆の被ばく」、「線量の推計、評価」等の公衆の緊急時被

ばく線量の推計・把握に関する記載があるものの、避難退域時検査・簡易除染 6)や安定ヨウ素

剤の配布・服用 7)に関する場合とは異なり、現時点では具体的なマニュアルやガイドラインが

整備されていない。このため、以下に示すような課題が生じている。 
 

(1) 被ばく線量評価の調査対象と実施方法 
公衆の緊急時被ばく線量を推計・把握することは、公衆の健康調査・健康相談を適切に行
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(2) 国や関係機関の連携と役割分担 
公衆の被ばく線量を推計・把握する体制として、国（原子力規制委員会、環境省、内閣府、

厚生労働省）、指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下、量研機構
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なる。これらの組織が如何に連携して如何なる役割分担をすべきかについて、十分な検討が

なされていない。 
 

上記(1)の調査対象や実施方法の一部について、「原子力災害対策指針」8)に甲状腺モニタリン

グに関する以下のような記載が見られる。 
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当指針では、令和元年（2019 年）7 月 3 日付けの改正により、「甲状腺スクリーニング」と

いう用語が「甲状腺モニタリング」に変更された。ただし、当指針の記載の通り、「甲状腺モニ
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・放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくが懸念される場合に行うこと、 
・正確な甲状腺被ばく線量を推定することはできないことに留意すること、 
・まず簡易測定を行い、次に詳細な測定が必要な場合にはより詳細な計測を行うこと、 

が定められている。ここでは、甲状腺モニタリングの実施条件・場所と考慮すべき事項、甲状

腺被ばく線量を推定する上での留意事項、簡易測定と詳細測定の実施と位置付けという重要事

項が示唆されている。 
 
  

第 3 緊急事態応急対策 
(5) 防護措置 
④ 原子力災害医療 

立地道府県等は、国からの指示に基づき、避難退域時検査及び簡易除染等を実施

する。立地道府県等は、内部被ばくの可能性が高い場合には、鼻スメア及び甲状腺

モニタリング、更には詳細な内部被ばく線量を推定するため、指定された拠点病院

又は高度被ばく医療支援センターに搬送する。 
 
⑤ 避難退域時検査等及び除染 

(iii) 甲状腺モニタリング 
甲状腺モニタリングは、避難退域時検査及び簡易除染の結果や緊急時モニタリ

ングの結果等を踏まえ、放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくが懸念される場

合に行う。ただし、甲状腺モニタリングでは正確な甲状腺被ばく線量を推定する

ことはできないことに留意する。 
まず、簡易測定を行い、次に、詳細な測定が必要な場合には甲状腺モニターや

ホールボディカウンター等を用いた計測を行うこととなる。 
そのためには、専門知識や機器管理等が必要であることに留意する。 
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3. 福島第一原発事故対応における原子力機構の緊急時被ばく線量評価の活動 

 

3.1 福島県「県民健康管理調査」の概要と原子力機構の協力 
福島県では、平成 23 年（2011 年）3 月 11 日に発生した東京電力株式会社福島第一原子力発

電所事故（以下、福島第一原発事故という）による放射性物質の大気拡散や県民の避難等を踏

まえ、県民の被ばく線量の評価を行うとともに、県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期

発見、早期治療につなげ、もって、将来に渡る県民の健康の維持、増進を図ることを目的とし

て、平成 23 年（2011 年）6 月から「県民健康管理調査」事業 9)を実施している。この調査は全

県民を対象としており、3 月 11 日以降における県民の行動記録から被ばく線量の推計・把握を

行う「基本調査」、及び県民の甲状腺検査や健康診査から健康状態の調査・把握を行う「詳細調

査」の 2 つの調査から構成されている。 
なお、当該事業の名称は当初「県民健康管理調査」であったが、平成 27 年（2015 年）4 月

に「県民健康調査」に変更された。本報告書では、名称変更以前の時期における活動について

述べることから、変更前の名称を用いることとする。 
原子力機構は、当該事業における参考情報として実施された福島県民の被ばく線量評価に関

与してきた。また、福島県立医科大学 10)や放射線医学総合研究所（平成 28 年（2016 年）4 月

から量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所；以下、放医研という）等も、それぞれ

異なった役割で当該事業に関与してきた。原子力機構の場合には、多くは福島県からの依頼に

より、指定公共機関としての技術的支援として実施された。「県民健康管理調査」の中で原子

力機構が協力したのは、ホールボディカウンタ（以下、WBC という）による検査から内部被ば

く線量を推計する調査、及び県民の行動記録から外部被ばく線量を推計する調査という 2 つの

支援活動であった。 
公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関する技術的支援について検討を行う上で、「県民

健康管理調査」において原子力機構が支援した活動内容が重要な参考となることから、実施の

経緯や結果の概要等について調査した。 
 
3.2  「県民健康管理調査」WBC による内部被ばく検査における活動 

福島県「県民健康管理調査」における参考情報として、原子力機構は WBC による内部被ば

く検査を実施した。本節では、この検査に係る検討及び受託の経緯、実施方法及び結果につい

てまとめた。 
 

(1) 「県民健康管理調査」検討委員会の経緯 
県民の内部被ばく検査の実施に係る検討結果を記した公式な記録である「県民健康管理調

査」検討委員会の配付資料及び議事録（福島県がホームページでも公開している）を基に、

県民を対象とした WBC 測定を原子力機構が実施するまでの経緯を整理した。 
 

① 第 1 回会合（平成 23 年（2011 年）5 月 27 日） 
当日の配付資料「『ふくしま健康調査（仮称）』実施計画書案」には、「甲状腺モニター：

ガイガーカウンターによる評価は、全対象者から 10 分の 1 抽出とする。甲状腺被ばく線量

評価は、調査会場で実施する。全身直接評価（Whole Body Counter）：原則実施しない。」
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との記載がある。また議事録には、この実施計画書案を説明した委員の発言として、「県民

からの WBC を受けたいという内部被ばくを心配する問い合わせが多いので、まず県民の

不安を解消できるようにし、心配な方、検査が必要な方に対応していきたい。」とある。さ

らに上記発言に続く別の委員の発言として、「尿や血液採取なども行っていく。」とある。

ただし、尿・血液採取の目的が、被ばく線量の評価と健康状態の確認のどちらであるのか

は不明である。 
このことから、事故後 3 か月を経過したこの時点では、委員会は少なくとも WBC によ

る体外計測を「内部被ばくを心配する住民」及び「内部被ばく状況の把握が必要な住民」

に実施すべきという考えがあったことが分かる。 
 

② 第 2 回会合（平成 23 年（2011 年）6 月 18 日） 
当日の配付資料「県民健康管理調査の概要」には、「基本調査」と「詳細調査」の項目が

示されており、後者として「質問紙調査（生活習慣、こころの健康度等）、身体計測、血液

検査、尿検査（血液、尿の一部は保存）」との記載がある。 
議事録には、事務局からの発言として、「先行調査対象地域を飯舘村、川俣町山木屋、浪

江町とし、住民約 28,000 人を対象にする、WBC はこの地域の住民を対象に 1 割程度を実

施したい、との提案が出された。」と記録されている。また、被ばく線量評価、尿測定との

関係、住民や一部の専門家までもが尿測定より WBC を望む現状、広範囲（多数）に対す

る WBC 検査実施の可否等について、激しい意見交換がなされた様子も記録されている。

さらに「福島医大では多数の対象者に対しての WBC はできない。」との発言を受けた事務

局からの発言として、「原子力機構は、現地本部長経由で確認したが、全面協力してくれる

と。ただ、評価は原子力機構では決められない。そこは放医研にお願いしたい。放医研が

決めた内容に原子力機構は対応すると言っている。」とも記録されている。 
なお、原子力機構による住民測定は、次回会合開催前の同年 7 月 11 日から開始されてお

り、第 2 回会合以降に行われた県・現地対策本部及び原子力機構の間における検討・調整

の記録は残っていない。 
 

③ 第 3 回会合（平成 23 年（2011 年）7 月 24 日） 
当日の委員会で承認された配付資料「県民健康管理（全県民対象）」11)（健康管理のスキ

ームを示したブロック図）では、WBC は既に「基本調査」及び「詳細調査」の枠組みから

外れた位置に記載されている。 
当日の議事録には、放医研所属の委員から、放医研が 7 月 10 日までに先行地域の住民

109 人を対象に実施した WBC と尿測定の結果（WBC ではヨウ素は不検出、セシウムは一

部で検出。尿ではいずれも不検出。）の報告、及び受検者に渡す測定結果の様式（説明付）

の説明がなされた記録がある。また、原子力機構による測定は 7 月 11 日に開始されている

こと、及び県で 5 台の WBC を購入予定であること等も報告されている。さらに事務局か

らの「WBC 検査は、現在原子力機構で 2,800 人を実施中だが、次は警戒区域、高線量の地

域と、順次拡大していく考え。」との発言も記録されている。 
この回を最後に、WBC については同委員会ではほとんど議論されなくなったようで、配

付資料にも議事録にも記録されていない。最終的に「県民健康管理調査」として実施が決
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定された項目は、「基本調査（外部被ばく線量の推計）、超音波による甲状腺検査、健康診

査（一般＋α）、こころの健康度と生活習慣の調査、妊産婦に関する調査」であり、以降の

委員会審議はこれらの項目に終始している。 
 

(2) 測定を含む検査のプロトコル及び被ばく線量評価に係る検討の状況 
福島県民を対象とした WBC は、「県民健康管理調査」の一部として実施されたが、被ばく

線量把握のための「基本調査」及び健康状態把握のための「詳細調査」の枠組みからは外さ

れ、リスクコミュニケーションを目的とした内部被ばく検査と整理された。 
検査開始に先立ち、被ばく線量評価の方法、記録、受検者への通知方法等を原子力機構及

び放医研の専門家が協議を行い、福島県との三者連名で決定、公表された。 
原子力機構による測定は平成 23 年（2011 年）7 月 11 日から開始された。開始当初は先行

調査対象地域（飯舘村、川俣町山木屋、浪江町）住民の 1 割程度（約 2,800 人）を対象とす

ることとされ、核燃料サイクル工学研究所（以下、核サ研という）の立位型 WBC 2 台、及

び原子力科学研究所の椅子型 WBC 1 台で測定を行った。その後、対象範囲は避難地域、福

島県内全体と徐々に拡大された。これに伴い、平成 23 年（2011 年）9 月からは核サ研が所

有する WBC 車を福島県内に派遣し、巡回型検査を開始、さらに福島環境安全センターでも

独自に WBC 車 2 台を購入し、この巡回型検査に追加投入した。 
WBC による内部被ばく検査の手順（受検者個人への通知用記録様式を含む）、及び摂取シ

ナリオを想定した内部被ばく線量の算出方法を付録Ⅱに示す。付録Ⅱに記述された内容は、

既に発表された論文等 12-14)に記載されたものである。測定結果は総括として本文に記述する

が、検査の手順や被ばく線量の算出方法は技術的課題の抽出やその考察を行うために重要と

なるため、既発表論文等の内容を再構築・再編集して付録Ⅱに記述した。 
 

(3) 原子力機構による WBC の測定結果 12-14) 
「県民健康管理調査」の参考情報として実施された WBC 検査の個々の結果自体を原子力

機構として発表することは原則認められていない。しかし、検査の妥当性や全体の結果を公

表し、広く意見を得る目的から、特別に許可を得て学会やシンポジウムで発表が行われた。

本項では、平成 24 年（2012 年）3 月末までに原子力機構で実施された測定の結果を示す。

WBC による内部被ばく検査における対象者の状況、及び被ばく線量評価の結果を表 3-1 及び

表 3-2 に示す。 
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定された項目は、「基本調査（外部被ばく線量の推計）、超音波による甲状腺検査、健康診

査（一般＋α）、こころの健康度と生活習慣の調査、妊産婦に関する調査」であり、以降の
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検査開始に先立ち、被ばく線量評価の方法、記録、受検者への通知方法等を原子力機構及

び放医研の専門家が協議を行い、福島県との三者連名で決定、公表された。 
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ナリオを想定した内部被ばく線量の算出方法を付録Ⅱに示す。付録Ⅱに記述された内容は、

既に発表された論文等 12-14)に記載されたものである。測定結果は総括として本文に記述する

が、検査の手順や被ばく線量の算出方法は技術的課題の抽出やその考察を行うために重要と

なるため、既発表論文等の内容を再構築・再編集して付録Ⅱに記述した。 
 

(3) 原子力機構による WBC の測定結果 12-14) 
「県民健康管理調査」の参考情報として実施された WBC 検査の個々の結果自体を原子力

機構として発表することは原則認められていない。しかし、検査の妥当性や全体の結果を公

表し、広く意見を得る目的から、特別に許可を得て学会やシンポジウムで発表が行われた。

本項では、平成 24 年（2012 年）3 月末までに原子力機構で実施された測定の結果を示す。

WBC による内部被ばく検査における対象者の状況、及び被ばく線量評価の結果を表 3-1 及び

表 3-2 に示す。 
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表 3-1 WBC による内部被ばく検査における対象者の状況 
 

年齢 男性 女性 合計 

4 歳以上 8 歳未満 1,622 1,554 3,176 

8 歳以上 13 歳未満 2,047 2,022 4,069 

13 歳以上 18 歳未満 1,240 1,254 2,494 

18 歳以上 1,257 3,552 4,809 

合計 6,166 8,382 14,548 

 
 

表 3-2 WBC による内部被ばく検査における被ばく線量評価の結果※1 

 

年齢 1 mSv 未満 
1 mSv以上

2 mSv未満 
2 mSv以上

3 mSv未満 
3 mSv 
以上 

4 歳以上 8 歳未満※2 3,160 6 8 2 

8 歳以上 13 歳未満 4,064 5 0 0 

13 歳以上 18 歳未満 2,494 0 0 0 

18 歳以上 4,807 2  0 0 

合計 14,525 13 8 2 

※1：平成 24 年（2012 年）1 月 31 日までは急性の吸入摂取シナリオに基づく

評価、平成 24 年（2012 年）2 月 1 日以降は日常的な経口摂取シナリオに

基づく評価の結果 
※2：平成 23 年（2011 年）10 月 1 日～平成 24 年（2012 年）1 月 31 日の間に

測定した者については、同伴家族等の測定結果から総合的に評価した結果

を使用 
 
 

(4) WBC による内部被ばく線量評価に関する課題と考察 
3.2 節(1)～(3)の記述や付録Ⅱ等に基づいて、WBC による内部被ばく線量評価に関する技

術的課題を抽出してその考察を行った。以下に、その抽出と考察の結果を示す。 
・原子力機構が WBC 検査を開始したのは、原発事故発生からちょうど 4 か月後の平成 23

年（2011 年）7 月 11 日であった。このため、長半減期核種である放射性セシウムのみ

について課題抽出と考察を行うこととなった。 
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・WBC による内部被ばく線量評価については、発災後一定期間内（放射性セシウムの経口

摂取による内部被ばくの場合は一か月以内を目途）に把握するという時間的な条件を除

けば、WBC 検査の基本的な手順はほぼ確立されており、検査結果から内部被ばく線量の

算出方法についても基本的な技術は概ね整備されていると判断できる。 
・WBC の検査結果から内部被ばく線量を算出する上で最も不確実さが大きいのは、放射性

物質を摂取した日を特定すること、すなわち摂取初日から測定日までどのような経時変

化で摂取が行われたかを特定することが困難なケースが少なくなかったことである。摂

取日や経時変化の特定が困難な場合には、「急性摂取シナリオ」と「日常的な摂取シナリ

オ」という 2 つの摂取シナリオを想定して被ばく線量を算出した。想定した摂取シナリ

オの精度や不確かさを検証・確認するとともに、必要ならば想定やシナリオを改善する

ことが必要であろう。特に、「急性摂取シナリオ」は最も安全側の評価であることに留意

し、どの程度安全側なのかを検討することが必要であろう。 
・放射性物質の摂取から WBC 検査までの経過時間が長くなってしまった場合、特に年齢

の小さい小児や乳児については代謝作用等による体外への排出が進んでしまったため、

低い線量に相当する体内残留量を検出することが困難であった。このような場合には、

行動が概ね同一であった家族の測定結果を参考として被ばく線量評価を行った。設定し

た仮定の精度や不確かさを検証・確認するとともに、必要ならばより現実的な仮定を設

定することが必要であろう。 
 
3.3  「県民健康管理調査」線量評価委員会における活動 

福島県は、「県民健康管理調査」における「基本調査」の一環として、住民の行動記録から外

部被ばく線量を推計するため、平成 23 年（2011 年）7 月に「県民健康管理調査」線量評価委

員会を設置した。当委員会の審議事項は、外部被ばく線量評価のための線量マップ、外部被ば

く線量評価のための住民行動調査、外部被ばく線量評価結果のデータベース、その他外部被ば

く線量評価に関することとした。なお、当委員会は 6 名の専門家で構成され、そのうち原子力

機構から 1 名が参加した。また事務局は福島県保健福祉部健康衛生総室が行った。 
 

(1) 「県民健康管理調査」線量評価委員会における検討 
福島県民の外部被ばく線量評価に係る検討結果を記した公式な記録である「県民健康管理

調査」線量評価委員会の配付資料及び議事録を基に、当委員会における外部被ばく線量評価

に関する検討結果を整理した。以下にその検討結果の概要を示す。 
 

① 第 1 回会合（平成 23 年（2011 年）7 月 22 日） 
第 1 回目の会合では、福島県「県民健康管理調査」における外部被ばく線量評価方法に

ついて検討した。具体的な被ばく線量評価には、放医研が開発した住民外部被ばく線量評

価システム 15)を適用し、調査対象住民の行動記録を基に作成した行動パターンを、1 時間

または 1 日単位の空間線量率マップと照合させることにより算定することとした。県民の

活動した場所に応じた行動パターンは、居住場所となった屋内や屋外、外出先の屋内や屋

外、移動元から外出先までの移動中などの時空間を対象とした。空間線量率マップには、

SPEEDI コードによる計算結果 16)と文部科学省（以下、文科省という）のモニタリングデ
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化で摂取が行われたかを特定することが困難なケースが少なくなかったことである。摂
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オの精度や不確かさを検証・確認するとともに、必要ならば想定やシナリオを改善する
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低い線量に相当する体内残留量を検出することが困難であった。このような場合には、

行動が概ね同一であった家族の測定結果を参考として被ばく線量評価を行った。設定し

た仮定の精度や不確かさを検証・確認するとともに、必要ならばより現実的な仮定を設

定することが必要であろう。 
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く線量評価のための住民行動調査、外部被ばく線量評価結果のデータベース、その他外部被ば

く線量評価に関することとした。なお、当委員会は 6 名の専門家で構成され、そのうち原子力

機構から 1 名が参加した。また事務局は福島県保健福祉部健康衛生総室が行った。 
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に関する検討結果を整理した。以下にその検討結果の概要を示す。 
 

① 第 1 回会合（平成 23 年（2011 年）7 月 22 日） 
第 1 回目の会合では、福島県「県民健康管理調査」における外部被ばく線量評価方法に

ついて検討した。具体的な被ばく線量評価には、放医研が開発した住民外部被ばく線量評

価システム 15)を適用し、調査対象住民の行動記録を基に作成した行動パターンを、1 時間

または 1 日単位の空間線量率マップと照合させることにより算定することとした。県民の

活動した場所に応じた行動パターンは、居住場所となった屋内や屋外、外出先の屋内や屋

外、移動元から外出先までの移動中などの時空間を対象とした。空間線量率マップには、

SPEEDI コードによる計算結果 16)と文部科学省（以下、文科省という）のモニタリングデ
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ータ 17)を活用することとした。会合では、バックグラウンド線量率の取扱い、建物による

空間線量率の低減効果、SPEEDI コードと実測結果の相違、防護量と実用量の取扱いにつ

いて議論があった。 
 

② 第 2 回会合（平成 23 年（2011 年）11 月 22 日） 
第 2 回目の会合では、より具体的な外部被ばく線量評価方法について検討した。ガンマ

線に対する建物による低減係数、空気カーマや周辺線量当量から実効線量への換算係数、

国際放射線防護委員会（ICRP: International Commission on Radiological Protection）の

基本勧告（Publ.60 と Publ.103）18,19)の実効線量の定義の相違（照射ジオメトリの相違を

含む）、成人と小児の実効線量の相違について議論があった。 
 

③ 第 3 回会合（平成 23 年（2011 年）12 月 2 日） 
第 3 回目の会合では、避難行動パターンのモデルケース別の外部被ばく線量の試算結果

について検討した。外部被ばく線量評価では、平常時のバックグラウンドを加算しない空

間線量率を用いて実効線量を算定することとした。外部被ばく線量評価に用いる空間線量

率マップは、平成 23 年（2011 年）3 月 12 日から 14 日までは MELCOR コード 20,21)によ

るソースターム計算結果を用いた SPEEDI コードの評価結果、平成 23 年 3 月 15 日以降

は文科省公表のモニタリングデータに基づくことにした。空間線量率マップの空間メッシ

ュサイズは約 2 km 四方とした。外部被ばく線量評価（試算）では、1 日単位の空間メッシ

ュ内の平均空間線量率に基づいたモデルケース 18 例の試算結果を検討した。今後の福島県

民個人ごとの外部被ばく線量を推計するに当たり、正確な行動記録の重要性を確認した。

なお、個人線量計が正しい位置に着用された場合の個人線量当量と実効線量の関係につい

ても議論があった。 
 

(2) 県民の行動記録を用いた外部被ばく線量評価に関する課題と考察 
以上、3 回の会合により、福島県「県民健康管理調査」における外部被ばく線量評価方法

の具体的なあり方について検討し、「県民健康管理調査」線量評価委員会を終了した。 
3.3 節(1)の記述や当委員会の議事録等に基づいて、県民の行動記録を用いた外部被ばく線

量評価に関する技術的課題を抽出してその考察を行った。以下に、その抽出と考察の結果を

示す。 
・県民の行動記録に基づいた外部被ばく線量評価については、放医研が開発した住民外部

被ばく線量評価システムを適用することができ、評価手法やシステム等の基本的な技術

は概ね整備されていると判断できる。このシステムは、県民の行動パターンと時系列の

空間線量率分布を主たる入力情報として用い、屋内と屋外での滞在時間、建物の遮蔽効

果等を考慮して、住民の外部被ばく線量を算出するものである。 
・本システムを用いて外部被ばく線量を算出する上で最も不確実さが大きいのは、住民の

行動パターンの記録と時系列の空間線量率分布であり、精度の高い線量評価のためには

より正確なデータが必要である。前者は問診票による調査で得られたものであったが、

住民の記憶や申告に依存する主観的な調査は不確実さが大きいと考えられるとともに、

移動経路に関する質問がなかったこと、かつ問診票の回収率がかなり低かったという課
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題があった。また、後者はモニタリングデータと大気拡散シミュレーションを併用・融

合したものであったが、特に事故初期にはモニタリングデータが少なかったため、大気

拡散シミュレーションに頼らざるを得ずに信頼できる空間線量率マップの構築が行えな

いという課題があった。使用した住民行動パターンと空間線量率分布はともに、被ばく

線量評価を実施した当時の状況を考慮すれば最善と思われるデータであったが、より信

頼性の高いデータを得るために、評価手法やシステムの継続的な見直しと改善が必要で

あろう。 
・その他、バックグラウンド空間線量率の取扱い、空気カーマや周辺線量当量から実効線

量への換算、防護量と実用量の取扱い、成人と小児の実効線量の相違、個人線量当量と

実効線量の関係、建物による空間線量率の低減係数など、外部被ばく線量評価を行う上

で重要となる要因について議論されたが、これらの要因は通常から十分に議論して基本

的な合意を得ておくことが重要であろう。 
 
3.4 その他の緊急時被ばく線量評価に関する活動 

公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関する技術的支援を検討する上で参考とするため、

原子力機構が福島第一原発事故後に実施した、福島県「県民健康管理調査」以外の被ばく線量

評価について、公衆の内部被ばく線量評価を中心として文献調査を行った。作業員あるいは外

部被ばくについても、検討を進める上で参考となり得る文献は調査の対象とした。文献調査の

結果を付録Ⅲの表Ⅲ-1 に示す。ここでは、本 WG における検討を進めるに当って事務局が調査

した文献、WG メンバーが実施した研究開発をまとめた文献、あるいは WG メンバーが参考に

なると考えた文献を中心に収集し、内容の確認を行った。表Ⅲ-1 では、緊急時被ばく線量の推

計・評価に直接関わる文献（No.①～No.⑩）のほか、評価手法やその課題等を記述した文献（No.
参考①～No.参考⑤）についても参考として記載した。 

表Ⅲ-1 の記載に基づいて、各種の緊急時被ばく線量評価の実施内容、評価条件、評価結果等

の概要をまとめるとともに、技術的課題を抽出してその考察を行った。以下に、(1) 放射性ヨ

ウ素による内部被ばく線量、(2) 放射性セシウムによる内部被ばく線量、(3) 外部被ばく線量に

分類して、概要のまとめ、技術的課題の抽出及びその考察についての結果を示す。 
 

(1) 放射性ヨウ素による内部被ばく線量 
・WBC 検査及び NaI サーベイメータ測定（鉛コリメータ付き）を併用して、東京電力株式

会社（以下、東電という）の作業者に対して I-131 による内部被ばく線量を推定した（付

録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.②）。ここでは、平成 23 年（2011 年）3 月 11 日から従事して

いた作業者は 3 月 12 日に、その他の作業者は作業開始日に全量の放射能を吸入摂取したと

仮定する「急性摂取シナリオ」を用いた。WBC 検査による甲状腺中 I-131 の方が NaI 測

定より一桁程度大きく推定された。これは、体表面汚染の影響によって過大評価の可能性

があると考えられた。WBC 検査では体表面汚染の影響が大きいため、確実に除染する必要

性があることが示された。一方、NaI による甲状腺測定では、甲状腺残留量の最大値は 182 
kBq、甲状腺等価線量の最大値は 6,400 mSv と推定され、表面汚染がある程度存在する場

合には、WBC 測定と併せて、コリメータ付き NaI サーベイメータ測定が有効であること
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題があった。また、後者はモニタリングデータと大気拡散シミュレーションを併用・融

合したものであったが、特に事故初期にはモニタリングデータが少なかったため、大気

拡散シミュレーションに頼らざるを得ずに信頼できる空間線量率マップの構築が行えな

いという課題があった。使用した住民行動パターンと空間線量率分布はともに、被ばく

線量評価を実施した当時の状況を考慮すれば最善と思われるデータであったが、より信

頼性の高いデータを得るために、評価手法やシステムの継続的な見直しと改善が必要で

あろう。 
・その他、バックグラウンド空間線量率の取扱い、空気カーマや周辺線量当量から実効線

量への換算、防護量と実用量の取扱い、成人と小児の実効線量の相違、個人線量当量と

実効線量の関係、建物による空間線量率の低減係数など、外部被ばく線量評価を行う上

で重要となる要因について議論されたが、これらの要因は通常から十分に議論して基本

的な合意を得ておくことが重要であろう。 
 
3.4 その他の緊急時被ばく線量評価に関する活動 

公衆の緊急時被ばく線量の推計・把握に関する技術的支援を検討する上で参考とするため、

原子力機構が福島第一原発事故後に実施した、福島県「県民健康管理調査」以外の被ばく線量

評価について、公衆の内部被ばく線量評価を中心として文献調査を行った。作業員あるいは外

部被ばくについても、検討を進める上で参考となり得る文献は調査の対象とした。文献調査の

結果を付録Ⅲの表Ⅲ-1 に示す。ここでは、本 WG における検討を進めるに当って事務局が調査

した文献、WG メンバーが実施した研究開発をまとめた文献、あるいは WG メンバーが参考に

なると考えた文献を中心に収集し、内容の確認を行った。表Ⅲ-1 では、緊急時被ばく線量の推

計・評価に直接関わる文献（No.①～No.⑩）のほか、評価手法やその課題等を記述した文献（No.
参考①～No.参考⑤）についても参考として記載した。 
表Ⅲ-1 の記載に基づいて、各種の緊急時被ばく線量評価の実施内容、評価条件、評価結果等

の概要をまとめるとともに、技術的課題を抽出してその考察を行った。以下に、(1) 放射性ヨ

ウ素による内部被ばく線量、(2) 放射性セシウムによる内部被ばく線量、(3) 外部被ばく線量に

分類して、概要のまとめ、技術的課題の抽出及びその考察についての結果を示す。 
 

(1) 放射性ヨウ素による内部被ばく線量 
・WBC 検査及び NaI サーベイメータ測定（鉛コリメータ付き）を併用して、東京電力株式

会社（以下、東電という）の作業者に対して I-131 による内部被ばく線量を推定した（付

録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.②）。ここでは、平成 23 年（2011 年）3 月 11 日から従事して

いた作業者は 3 月 12 日に、その他の作業者は作業開始日に全量の放射能を吸入摂取したと

仮定する「急性摂取シナリオ」を用いた。WBC 検査による甲状腺中 I-131 の方が NaI 測

定より一桁程度大きく推定された。これは、体表面汚染の影響によって過大評価の可能性

があると考えられた。WBC 検査では体表面汚染の影響が大きいため、確実に除染する必要

性があることが示された。一方、NaI による甲状腺測定では、甲状腺残留量の最大値は 182 
kBq、甲状腺等価線量の最大値は 6,400 mSv と推定され、表面汚染がある程度存在する場

合には、WBC 測定と併せて、コリメータ付き NaI サーベイメータ測定が有効であること
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が示された。 
・簡易型及び精密型 WBC 検査を用いて、東電作業者に対して I-131 による内部被ばく線量

を推定した（付録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.③）。ここでは、簡易型 WBC は NaI 検出器と

Shadow Shield 型遮へい（鉄材 10 cm）、精密型 WBC は Ge 検出器と鉄遮へい室（鉄材 20 
cm）をそれぞれ用い、頸部 I-131 測定は精密型 WBC で実施された。I-131 は 560 人の受

検者のうち 194 人で検出され、甲状腺残留量の最大値は 9,800 Bq、預託実効線量の最大値

は最終的に 540 mSv と推定された。預託実効線量に占める I-131 の寄与が 8 割以上と大き

く、内部被ばく線量評価における I-131 の定量が重要であることが示された。I-131 の摂取

量を正確に算出するためには、早期の検査のみならず行動調査に基づいた正確な摂取時期

の特定が必要であることが示された。 
・WBC 検査を用いて、原子力機構の防災業務従事者（福島県に派遣された職員）に対して

I-131 及び放射性セシウムによる内部被ばく線量を評価した（付録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.
④）。ここでは、福島県における活動期間初日に全量の放射性物質を吸入摂取したと仮定す

る「急性摂取シナリオ」を用いた。実効線量については、最大値 0.80 mSv、平均値 0.24 mSv、
また甲状腺等価線量については、最大値 13 mSv、平均値 4.0 mSv と推定された。ヨウ素

／セシウム比は人によって大きく異なることから、業務従事者の行動調査等による摂取時

期の詳細な検討が必要であることが示された。 
・甲状腺計測や全身計測（WBC）という個人計測値及び大気拡散シミュレーションを併用す

ることにより、福島県民に対して事故初期における放射性ヨウ素による内部被ばく線量を

推定した（付録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.⑤、⑥）。被ばく線量評価は個人計測値に基づくこ

とを基本とするが、個人計測値の実測データが得られない地域の県民に対する評価には大

気拡散シミュレーションに基づく方法が用いられた。ここでは、平成 23 年（2011 年）3
月 15 日に全量の放射性物質を摂取したと仮定する「急性摂取シナリオ」、及び 3 月 12 日

から測定日前日まで均一に摂取したと仮定する「慢性摂取シナリオ」の両方を想定した。

また、甲状腺計測データは極めて限定的であったので、WBC 測定値から推定した実効線量

の値を活用して、ヨウ素／セシウム比から放射性ヨウ素による内部被ばく線量を間接的に

推定した。最も高く評価される 1 歳児に対して、甲状腺等価線量の 90 パーセンタイル値と

して 30 mSv と推定された。サイト近傍の県民については、比較的大量の放出があった 3
月 15 日までの避難により、内部被ばくが大幅に回避されたことが示された。被ばく線量評

価結果には不確かさの要因が多く残されており、精度向上のためには引き続き調査・検討

が必要である。特に、大気拡散シミュレーションは十分に精度が高いとは言えず、更なる

モデルの改良と放射性物質の放出条件の精査を行うことが必要であろう。 
・福島県、茨城県及び東京都における水道水中の I-131 濃度の経時変化データを用いて、こ

れら三県の乳児（1 歳）に対して甲状腺等価線量及び実効線量を推定することにより、水

道水摂取制限による回避線量を評価した（付録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.⑦）。福島県飯舘村

では、甲状腺等価線量 8.3 mSv、実効線量 0.41 mSv が回避されたと推定され、水道水摂取
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制限は甲状腺等価線量の低減に有効であることが示された。 

 
(2) 放射性セシウムによる内部被ばく線量 
・WBC 検査を用いて、福島県住民に対して放射性セシウムによる内部被ばく線量を評価した

（付録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.①）。ここでは、平成 24 年（2012 年）1 月末までは「急性

摂取シナリオ」、それ以降は「日常的な摂取シナリオ」を用いた。最大被ばく線量は 2.8 mSv
と推定されたが、受検者数の 90 %以上は検出限界以下であった。内部被ばく線量が 1 mSv
以上と推定された者のほとんどは小児であり、内部被ばく線量評価における小児の重要性

が示された。しかし、被ばく線量評価値が高かった小児も、実際の被ばく線量はもっと低

い可能性があると考えられた。それは、使用した「急性摂取シナリオ」の想定、家族の線

量から小児の線量の推定という安全側の評価によるものである。 
・簡易型及び精密型 WBC 検査を用いて、東電作業者に対して Cs-137 による内部被ばく線量

を推定した（付録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.③）。Cs-137 はすべての受検者で検出され、全

身残留量の最大値は 420,000 Bq と推定された。精密型 WBC と簡易型 WBC の結果を比較

すると、両者はほぼ同じ傾向を示したが、精密型 WBC による体内残留量の方が簡易型

WBC よりも 20 %程度大きかった。これは、両システムの校正の違いによる系統的な差で

あると考えられた。 
・福島県、茨城県及び東京都におけるスギ花粉中の Cs-137 濃度の観測データを用いて、これ

ら三県に居住する成人に対して預託実効線量及び預託等価線量を推定した（付録Ⅲの表Ⅲ

-1 における No.⑩）。観測データには平成 24 年（2012 年）2 月上旬から 5 月末までのデー

タ、計算には原子力機構で開発した DSYS-chronic コード（付録Ⅲの表Ⅲ-1 における No.
参考①及び No.参考②を参照）を用いた。スギ花粉中の Cs-137 による預託実効線量は nSv
オーダーと推定され、平成 24 年（2012 年）においては内部被ばくによる影響はごく小さ

いことが示された。 
 

(3) 外部被ばく線量 
・放射性物質の環境挙動に関する数学モデル（物理的崩壊以外に風雨による環境中減衰を考

慮したモデルを考案）を利用して、事故で放出され地表に沈着した放射性物質による福島

県内（浪江町、飯舘村、川俣町及び福島市）における外部被ばく線量を推定した（付録Ⅲ

の表Ⅲ-1 における No.⑨）。短半減期核種の測定値はほとんどないため、短半減期核種の寄

与を評価するには数学モデルを考案して計算する必要があった。中・長半減期核種に対す

るモデル予測は測定値を概ね再現したため、考案したモデルの精度が検証・確認された。

モデル計算では、最初の一か月は Te-132（半減期：3.25 日）と I-131（8.05 日）が支配的

な放射性物質であり、その後は Cs-134,137（半減期はそれぞれ 2.05 年、30.1 年）が支配

的であることが示された。 
・福島県内（田村市、川内村及び飯舘村）において、サーベイメータによる空間線量率の測
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定、個人線量計による個人線量の測定等を実施し、空間線量と個人線量の関係を解析する

とともに、住民の帰還後に想定される個人線量レベルの推定を試みた（付録Ⅲの表Ⅲ-1 に

おける No.参考④及び No.参考⑤）。実測と実験の結果から、調査地域においては、空間線

量率に換算係数（0.7）を乗ずることによって個人線量（18 歳以上の大人）を適切に推定

できること、大人以外の年齢に対する換算係数については 0.85（生後から 3 歳まで）及び

0.8（3 歳から 18 歳）を提案できること、生活の場における空間線量率とそこでの生活時

間を仮定することで、おおよその年間被ばく線量を推定できること、などが示された。個

人線量計のエネルギー特性の影響、空間線量率の不均一性の影響、事故以前のバックグラ

ウンド空間線量率の取扱い等が残された課題である。 
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4. 技術的課題の抽出と考察 

 
福島第一原発事故対応における原子力機構の職員が実施・協力した、住民に対する被ばく線量

評価に関する経験を受けて、線量評価検討 WG において意見交換を行った。福島第一原発事故対

応における住民の被ばく線量評価活動は、必ずしも事故の初期段階（Early-phase）における対応

ではなかったが、その経験は多くの課題や反省点の指摘につながった。 
福島第一原発事故対応において、事故の初期段階における住民の被ばく線量評価が困難であっ

た最大の要因は、住民の初期被ばくに関する情報量が圧倒的に少なかったことにあると集約でき

るだろう。具体的には、内部被ばく線量評価に必要な甲状腺サーベイ、全身計測（WBC）及び体

表面汚染検査等の結果、早期のバイオアッセイ、空気中放射性物質濃度等の測定記録、また外部

被ばく線量評価に必要な住民の行動パターンに関する調査記録、時系列の空間線量率分布等が、

いずれも十分に得られなかった。 
また、もう一つの要因として、被ばく線量評価方法の技術的に不足している部分が存在するこ

とについても指摘された。これまで、放射線業務従事者を想定した被ばく線量評価手法が整備さ

れてきたが、その評価対象は就業中の成人に対する被ばくに関する評価手法であり、一般住民が

対象となることにより、より広範な人々の年齢・性別や日常生活全般を想定した被ばくの評価が

求められた。 
以上の 2 点について、以下に考察する。 

 
4.1  初期の被ばく線量評価に必要な情報の収集 

事故初期における住民の被ばく線量をより正確に評価するためには、対象住民の個人ベース

のデータとして甲状腺線量測定、全身計測（WBC）、体表面汚染測定等の結果、行動パターン

の調査記録、さらに環境放射線（能）データとして空間線量率や空気中放射性物質濃度の測定

記録等の実データが重要であり、これらは事故初期の現場でタイムリーに取得・整理すべき情

報である。 
これらの情報収集方法については、住民の被ばく線量評価の第一ステップとして位置付けら

れる必要がある。今回の検討において、原子力事故の初期段階における住民の被ばく線量評価

とそのための情報収集を防災基本計画とその関連マニュアル類を紐解いたところ、健康調査・

健康相談の適切な実施の観点という基本方針が謳われているものの、その実施方法について十

分にブレイクダウンが進んでいないことが指摘された。本報告書の論点である、事故初期にお

ける住民の被ばく線量評価についても、必要な活動や戦略が具体化されておらず、そのために

必要な体制、要員及び資機材も明確になっていない。また、事故初期においては、住民の被ば

く線量評価に必要な活動だけでなく、被ばく低減対策である避難や屋内退避等も行われるが、

これらの対策全般を通じての優先順位やバランスについて検討されておらず、そのような検討

の必要性も十分認識されていない。端的には、防災基本計画に記載された「公衆の被ばく線量

の把握を迅速に行う」ための施策に、十分な実施の裏付けがないと言える。このため、避難退

域時検査・簡易除染や安定ヨウ素剤の配布・服用の場合と同様に、具体的なマニュアルやガイ

ドラインを整備することが重要であろう。 
しかしながら、事故の初期段階における住民の被ばく線量評価のための施策については、世

界的に見ても有効なマニュアルやガイドラインの類は見当たらない。そのような状況の中で、
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4. 技術的課題の抽出と考察 
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有用と思われるものは A. Bouville らの論文「Guidelines for Exposure Assessment in Health 
Risk Studies Following a Nuclear Reactor Accident」22)である。この論文では、4 つの原子力

施設の事故（Windscale: 1957, TMI: 1979, Chernobyl: 1986, Fukushima: 2011）の経験を踏ま

えて、原子力施設事故後の被ばく線量評価のガイドラインを提案しており、それぞれの適用に

ついて、住民が被ったリスクを事故の初期段階及び後期段階で予見的に推定する目的と、遡及

的に詳細な被ばく線量評価を行って疫学調査へ適用する目的で整理されている。付録Ⅳに当該

論文の内容を箇条書きで示す。本ガイドラインは、必ずしも広く関係者の検討を踏まえたもの

ではないが、大いに示唆に富む内容であり、国や地方公共団体ばかりでなく、原子力機構にお

いても今後の具体的かつ詳細な検討及び活動に参考となると考えられる。表 4-1 に当該論文の

要点となる表を引用する。本報告書における論点である「公衆の被ばく線量の把握を迅速に行

う」という目的のためには、表 4-1 において「事故の初期段階でリスク推定への適用」という

記載事項を参考とすべきであろう。 
 
 

表 4-1 Bouville らの論文で提案された原子力施設事故後の 
被ばく線量評価ガイドラインとその運用 

 

GL※ 施 策 
リスク推定への適用 

疫学調査への

適用 
初期段階 後期段階 

１ 被ばく者の登録名簿作成 不要 不要 必須 

２ 個人ベース線量の測定結果収集 有効 有効 極めて有効 

３ 被ばく者の個人情報収集 不要 不要 極めて有効 

４ 放射線場のデータ収集 必須 必須 必須 

５ 現実的でバイアスのない線量計算 有効 必須 必須 

６ 被ばく線量推定の検証 不要 有効 極めて有効 

７ 被ばく線量推定の不確かさ評価 不要 極めて有効 極めて有効 

※ガイドライン（Guideline） 
 
 

防災基本計画に記載された「公衆の被ばく線量の把握を迅速に行う」ための施策を具体化さ

せるためには、我が国においてこのようなマニュアルやガイドラインを整備することが不可欠

である。その中には、Bouville らの論文のように、具体的な施策について、目的や時系列に応

じた重要度と優先度の評価が行われていることが重要である。その際には、以下の課題につい

て、一定の解決を図る必要があるだろう。 
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(1) 優先事項の整理 
原子力事故において公衆に被害が及ぶ可能性がある場合には、避難等の放射線影響を避け

る防護対策の実施が最優先となる。その際には状況や事態の混乱も予想され、またリソース

も限られるであろう。そのような状況において、住民の被ばく線量評価をその後に効果的な

ものとするため、避難活動等を妨げずに取得可能な情報、被ばく線量評価に不可欠な情報、

被ばく線量評価のために有益な情報について想定し、それぞれの取得方策を明らかにしてお

くべきである。 
 

(2) 重要度と優先度に関する共通認識 
公衆の被ばく線量評価のための情報の重要度と優先度の評価について、関係者間で合意し

て共通認識を持っておくべきである。 
 

さらに、福島第一原発事故対応の反省を加えるとすれば、被ばく線量評価に必要な情報の質

の制御についても検討する必要があるだろう。事故当初の実測データは、個人の被ばくに関す

る情報であれ環境放射線（能）データであれ、たとえ精度や信頼性、頻度、密度が低くても重

要なデータになり得る。事故当初の混乱の中では測定の精度や信頼性をむやみに求めるべきで

はないだろう。一方で、時間の経過に伴い対応体制の強化・充実が図られれば、測定や調査に

おける適切な精度や信頼性を求めるべきであろう。 
 
4.2  被ばく線量の評価技術 

NaI サーベイメータによる検査あるいは WBC 検査を使用した内部被ばく線量評価（甲状腺

等価線量や実効線量の推定）については、発災後一定期間内という時間的な条件を除けば、基

本的な検査手順はほぼ確立されており、検査結果から内部被ばく線量の算出方法についても基

本的な技術は概ね整備されていると判断できる。また、住民の行動記録に基づいた外部被ばく

線量評価については、住民外部被ばく線量評価システム等が開発されており、これも一定期間

内という時間的な条件を除けば、評価手法やシステム等の基本的な技術は概ね整備されている

と判断される。 
しかし、原子力事故の初期段階における住民の被ばく線量評価をより高精度で実施するため

に、さらなる技術開発を要するだろう。技術開発が必要と思われる項目を以下に挙げるが、限

られた要員、資機材及び予算を考慮すると、それらの重要度と優先度を検討しておくことが必

要である。 
 

(1) 住民の被ばく線量評価に必要な事故初期における測定 
原子力災害時における環境放射線（能）データ（空間線量率、空気中放射性ヨウ素濃度、

飲料水中・農畜産物中放射性物質濃度等）や住民の被ばくに関する情報（甲状腺計測、全身

計測、体表面汚染等）について、適切な情報量とその質（種類、量、密度、頻度、精度、信

頼性等）に関して現時点では十分な議論や検討が行われていない。この課題を解決するため

には、例えば、“NCRP Report No.163, Radiation Dose Reconstruction: Principles and 
Practices” 23)等を参考に、線量再構築を念頭に必要な情報の量と質を考察しておくことは可

能かもしれない。 
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精度の高い環境放射線（能）及び住民の被ばくに関する情報を取得するためには、測定の

目的に即したより精度の高い測定器を使用すること、また必要ならば新規の測定器を開発す

ることが有用であり、測定技術の継続的な向上が必要となるだろう。しかし、事故初期にお

けるこれらの情報には比較的大きな不確かさがあり、かつ情報量も圧倒的に少ない場合が多

いので、環境シミュレーション等を活用した補完的な評価方法を検討・整備しておくことも

重要なことであろう。 
また、甲状腺計測や全身計測の結果から内部被ばく線量を評価する場合、「急性摂取シナリ

オ」は最も安全側の評価であることに留意し、どの程度安全側なのかを検討することが必要

であろう。 
 

(2) 特定の個人対象の遡及的な被ばく線量評価手法 
住民の被ばく線量を推定するための、移動履歴、飲食履歴等の行動記録の内容について、

被ばく線量評価の要求精度を考慮して評価するべきであろう。また、住民個人の特性（年齢、

性別、体格、食生活、生活様態等）に応じた線量係数（外部被ばく及び内部被ばく）や生理

学的パラメータ（呼吸率、飲食物消費量等）等を決めておくなど、個々人を対象とした被ば

く線量評価手法の整備も不十分な部分がある。この他、バックグラウンド空間線量率の取扱

い、空間線量率から実効線量への換算、建物による遮蔽効果や換気効果等の要因については、

通常から十分に議論して基本的な合意を得ておくことが重要であろう。 
特に、住民の行動記録は、内部被ばく及び外部被ばく線量評価の双方において重要である

が最も不確かさの大きい情報であると考えられる。福島第一原発事故対応では、住民の行動

記録は問診票による調査で得られたものであったが、住民の記憶や申告からより正確な情報

を引き出すための方法を検討・改善する必要がある。この時の経験に基づき、行動記録の項

目についてパラメーターサーベイを行うなどの評価が必要と考えられる。事故当時の状況を

考慮すれば最善と思われるデータであったが、より信頼性の高い被ばく線量評価を行うため

に、データ取得手法及び解析手法の継続的な改善が必要であろう。 
 
4.3 その他の検討課題 

防災基本計画等に記載された公衆の被ばく線量を推計・把握する実施体制については、国

の行政機関として原子力規制委員会、環境省、内閣府及び厚生労働省、また指定公共機関と

して量研機構及び原子力機構、さらに地方公共団体として道府県及び市町村という多く組織

が係わることになる。これらの組織が如何に連携して如何なる役割分担をすべきかについて、

国が主導することにより十分な議論と検討を行い、具体的なマニュアルやガイドラインの整

備に反映させるべきである。また、量研機構と原子力機構による技術的支援については、限

られた要員、資機材及び予算を考慮して、事前準備と災害応急対策の双方において、両機関

がこれまで培った技術と能力を互いに補完するような有機的な連携・協力を検討することが

必要であろう。 
原子力災害時には、国の指揮と統括の下で、国、地方公共団体、原子力事業者、関係指定

公共機関等が連携して、緊急時モニタリングセンター（以下、EMC という）24)を立ち上げ、

緊急時モニタリングに関する実施計画の作成と改訂、測定・分析の実施、データの解析・評

価・集約等を実施し、関係機関に情報提供を行う。従って、環境放射線（能）データ（空間
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線量率、大気中放射性物質濃度、環境試料中放射性物質濃度等）の取得・整理については EMC
の役割は重要であり、住民の被ばく線量評価を精度良く行うためには、被ばく線量評価の担

当者と技術支援者は EMC と密に連携を取ることが重要であろう。 
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5. おわりに 
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ばくの把握、及び一か月以内を目途に放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握が求め

られている。これらのことから、放射性ヨウ素に対しては迅速性、放射性セシウムに対してはあ

る程度の精度がそれぞれ要求されていることを踏まえ、この相反に対応することが必要と思われ

る。関連機関がこの相反する作業を効率的に実施するために、具体的な施策について目的や時系

列に応じた重要度と優先度を検討し、具体的なマニュアルやガイドラインに反映・整備しておく
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ばく線量の技術開発については、要員、資機材及び予算が限られていることを考慮して、それら

の重要度と優先度を検討しておくことが必要である。 
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付録Ⅰ 緊急時の線量評価検討ワーキンググループに関する情報 
 
Ⅰ-1 線量評価検討 WG のメンバー及び事務局の名簿 

線量評価検討 WG のメンバー及び事務局の名簿は以下の通りである（敬称略）。当該 WG は、

6 名のメンバー及び 9 名の事務局で構成された。なお、事務局の延べ人数は 12 名であるが、人

事異動や任期満了による交代のため、事務局は常時 9 名であった。 
 
（WG メンバー）※ 
橋本 周   大洗研究開発センター 安全管理部 環境監視線量計測課 課長 

（WG 主査） 
木名瀬 栄  福島環境安全センター 環境動態研究グループ 研究主幹 
宗像 雅広  安全研究センター リスク評価ディビジョン 放射線安全・防災研究グループ 

グループリーダー 
村山 卓   原子力科学研究所 放射線管理部 放射線計測技術課 課長代理 
高橋 聖   原子力科学研究所 放射線管理部 線量管理課 主査 
高田 千恵  核燃料サイクル工学研究所 放射線管理部 線量計測課 技術主幹 

 
※WG メンバーの所属と職制は、平成 27 年度（2015 年度）及び平成 28 年度（2016 年度）

当時の組織に基づいている。 
 
（事務局）＊ 
本間 俊充  原子力緊急時支援・研修センター センター長 
中山 真一  原子力緊急時支援・研修センター センター長 
外川 織彦  原子力緊急時支援・研修センター 副センター長 
渡辺 文隆  原子力緊急時支援・研修センター 副センター長 
助川 正人  原子力緊急時支援・研修センター 参事 
早川 剛   原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 課長 
秋山 聖光  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 課長 
岡本 明子  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 課長代理 
久米 伸英  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 
小沼 靖典  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 
平山 悠介  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 
大井 義弘  原子力緊急時支援・研修センター 原子力防災研修課 

 
＊事務局の所属と職制は、平成 27 年度（2015 年度）及び平成 28 年度（2016 年度）当時の

組織に基づいている。 
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久米 伸英  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 
小沼 靖典  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 
平山 悠介  原子力緊急時支援・研修センター 企画管理課 
大井 義弘  原子力緊急時支援・研修センター 原子力防災研修課 

 
＊事務局の所属と職制は、平成 27 年度（2015 年度）及び平成 28 年度（2016 年度）当時の

組織に基づいている。 
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Ⅰ-2 線量評価検討 WG の会合開催日 
線量評価検討 WG の会合開催日は以下の通りである。会合は、平成 27 年度（2015 年度）及

び平成 28 年度（2016 年度）に計 5 回開催された。 
第 1 回：平成 28 年 2 月 29 日（木） 
第 2 回：  同  3 月 23 日（水） 
第 3 回：  同  5 月 23 日（月） 
第 4 回：  同  7 月 4 日（月） 
第 5 回：  同  9 月 15 日（木） 

 
 
Ⅰ-3 報告書の原稿執筆者 

本報告書の各章及び各節の原稿執筆者は以下の通りである（敬称略）。また、報告書全体の編

集作業は事務局が担当した。 
第 1 章   事務局 
第 2 章   事務局 
第 3 章   高田千恵（3.1 節、3.2 節）、村山卓（3.2 節）、木名瀬栄（3.3 節）、 

事務局（3.1 節、3.4 節） 
第 4 章   橋本周（4.1 節、4.2 節）、事務局（4.2 節、4.3 節） 
第 5 章   事務局 
謝辞    事務局 
参考文献  事務局 
付録Ⅰ   事務局 
付録Ⅱ   高田千恵 
付録Ⅲ   事務局 
付録Ⅳ   橋本周 

 
全体編集  事務局 
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付録Ⅱ 福島県「県民健康管理調査」WBC による内部被ばく検査の 
プロトコル及び被ばく線量評価 

 
Ⅱ-1 WBC による内部被ばく検査の手順 

福島県「県民健康管理調査」における WBC による内部被ばく検査の基本手順は、図Ⅱ-1 に

示した通りである。WBC による内部被ばく検査は、① 受付、② 検査内容の説明、③ 検査そ

の 1：体表面の検査、④ 検査その 2：WBC による検査、⑤ 結果の説明、という手順で実施さ

れた。 
 
 

 
図Ⅱ-1 WBC による内部被ばく検査の手順 

 
 

各々の手順についてもう少し詳しく説明する。① 受付では、WBC 受検者の受付を行い、必

要な情報（氏名、生年月日、性別）を聞き取る。② 検査内容の説明では、全体の検査手順、各

検査の内容と所要時間を説明する。③ 検査その 1：体表面の検査では、GM サーベイメータを

用いて体の表面に放射性物質が付着しているかどうか、付着している場合には放射性物質の付

着の有無を検査し、検出感度を超える計数があった場合は更衣や拭き取り等によって超えない

ことが確認できる状態にする。④ 検査その 2：WBC による検査では、WBC を使用して体内に

おける放射性物質の残留量を計測する。その計測結果を用いて内部被ばく線量を算出するが、

その方法についてはⅡ-2 節で説明する。⑤ 結果の説明では、各検査の結果を受検者個人に通知
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その方法についてはⅡ-2 節で説明する。⑤ 結果の説明では、各検査の結果を受検者個人に通知
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し、結果の見方やその意味、計測・計算条件等を説明するとともに、受検者からの質問や相談

等を受ける。受検者個人へ通知した通知用記録様式を図Ⅱ-2 に示す。 
また、WBC 検査会場において質問コーナーを設けることにより、検査の待ち時間を利用して

受検者や住民から質問や相談等を受けた。なお、結果の個別説明や質問コーナーの設置は、検

査対象者等を考慮して福島県側との協議により適宜判断され、例えば学校へ移動式 WBC 車を

派遣して実施した検査等では WBC 検査までを行い、結果は郵送する措置が取られた。このよ

うな場合の質問対応のため、受検者及びその保護者を対象とした無料電話相談が設置され、こ

の対応も原子力機構が行った。WBC による内部被ばく検査結果は毎日検査終了後、会場ごとに

福島県へ報告された。 
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Ⅱ-2 摂取シナリオを想定した内部被ばく線量の評価方法 
内部被ばく線量評価については、ICRP の勧告に準じて放医研が開発した内部被ばく線量計

算ソフトウェア（MONDAL3）Ⅱ-1,Ⅱ-2)の内部に格納された、年齢区分ごとの実効線量係数や体

内残留率のデータベースを用いている。MONDAL3 は、対象者の年齢や摂取経路を選び、「摂

取何日後の測定で、何ベクレルの体内量が検出されたか」を入力すれば、預託実効線量がすぐ

に求められるが、ここでは当該ソフトウェア自体は直接使用していない。 
しかし、今回の事故では、摂取した日を 1 日に特定すること、すなわち測定日は摂取から何

日後であるかを指定することが困難なケースが少なくない。WBC の測定でごく少量の放射性物

質が検出された場合、何か月も前に摂取したのであれば、その時に摂取した量はかなりの量で

あった可能性があるが、つい最近の摂取であれば摂取量はごく少量であったと言える。 
このため、福島県「県民健康管理調査」の参考情報として平成 24 年（2012 年）1 月までに

行った住民の被ばく線量評価においては、最も線量が高くなる摂取状況を仮定して評価（最も

安全側の評価）を行い、その値が健康上の支障を生じるようなものであるか否かを確認するこ

ととした。このシナリオでは、事故発生直後に全量の放射性物質を吸入摂取すると仮定するも

のであり、ここでは「急性摂取シナリオ」という。 
一方、平成 24 年（2012 年）2 月以降は、事故発生直後から毎日一定量の農畜産物や海産物

等に含まれる放射性物質を経口摂取することによって、慢性的な内部被ばくを受けると仮定す

る場合もあった。ここでは、このシナリオを「日常的な摂取シナリオ」という。 
以下に、2 種類の摂取シナリオについて、主たる被ばく経路や計算条件を説明するとともに、

内部被ばく線量の評価方法を示す。 
 

(1) 急性摂取シナリオ 
原子炉事故で放射性物質が環境中に放出された場合、住民が受ける被ばくの主要経路は、

事故の初期段階とその後とで大きく異なる。初期段階では、放射性プルーム（気体状または

エアロゾル状の放射性物質が大気とともに煙のように流れていく状態のこと。「放射性雲」と

もいう。）からの外部被ばくとプルームの吸入による内部被ばくが主な経路となる。プルーム

が通過した場所の表面に放射性物質が沈着するため、以後は地表面等からの外部被ばくと、

農畜産物、海産物等の経口摂取による内部被ばくが主な経路となる。 
福島県「県民健康管理調査」の参考情報として実施した WBC 測定では、事故の初期段階

での内部被ばくについて、状況の把握や県民とのリスクコミュニケーションを目的としたた

め、環境への放出の初日である平成 23 年（2011 年）3 月 12 日に吸入摂取したと仮定して線

量を評価した。プルームの放出は 3 月 12 日のみではないが、被ばく線量評価上は最も遡った

この日 1 日で全量を摂取したとする仮定における評価値が最も高くなる。なお念のため､同じ

体内放射能から摂取量を推定し被ばく線量評価を行う場合、経口摂取よりも吸入摂取の方が、

線量が高くなることも確認している。また、本報告書での用語等の説明は省略するが、その

他に被ばく線量評価に必要なパラメータとして、放射性物質の粒子径（空気力学的放射能中

央径：AMAD）は、公衆の被ばく線量評価におけるデフォルト値である 1.0 μm、また血中へ

の移行タイプは F（急速）を用いることとした｡すなわち、過小評価の可能性を極力排除する

ように検討した結果がこの仮定となっている。 
表Ⅱ-1 に、このシナリオにおける預託実効線量係数及び 1 mSv に相当する摂取量を、また
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図Ⅱ-3 に、1 mSv に相当する量を摂取した場合の全身残留量の変化を示す。このグラフの値

を用いると、WBC の測定結果として通知された全身残留量から、預託実効線量を求めること

ができる。 
 
【計算例】WBC での測定結果と 1 mSv 相当体内残留量からの被ばく線量評価 

成人の住民が、平成 24 年（2012 年）1 月 6 日（3 月 12 日からの経過日数 300 日）に

WBC を受検し、Cs-134 と Cs-137 がそれぞれ、500 Bq と 1,000 Bq 検出されたとする。

経過日数 300 日での 1 mSv 相当の体内残留量は、それぞれ 5,300 Bq と 9,800 Bq なので、

この住民の預託実効線量は Cs-134 によるものが 500 / 5,300=0.0943 mSv、Cs-137 による

ものが 1,000 / 9,800＝0.102 mSv、合計で約 0.2 mSv と評価される。  
 
 

表Ⅱ-1 急性吸入摂取における預託実効線量係数等 
 

年齢区分※1 

預託実効線量係数Ⅱ-3) 
（mSv / Bq） 

1 mSv に相当する 
摂取量（Bq）※2 

Cs-134 Cs-137 Cs-134 Cs-137 

3 か月 1 歳未満 1.1×10-5 8.8×10-6 91,000 120,000 

1 歳 1 歳以上 3 歳未満 7.3×10-6 5.4×10-6 140,000 190,000 

5 歳 3 歳以上 8 歳未満 5.2×10-6 3.6×10-6 190,000 280,000 

10 歳 8 歳以上 13 歳未満 5.3×10-6 3.7×10-6 190,000 270,000 

15 歳 13 歳以上 18 歳未満 6.3×10-6 4.4×10-6 160,000 230,000 

成人 18 歳以上 6.6×10-6 4.6×10-6 150,000 220,000 

※1：摂取時の年齢 
※2：吸入摂取初日における放射性物質の摂取量 
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※1：摂取時の年齢 
※2：吸入摂取初日における放射性物質の摂取量 
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図Ⅱ-3 1 mSv に相当するセシウムを急性吸入摂取した場合の体内残留量の変化 

（数か月以降の値を見やすくするため縦軸の最大値を調整した） 
（上段：134Cs、下段：137Cs） 
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この「急性摂取シナリオ」に基づく被ばく線量評価では、摂取から WBC 測定までの経過

時間が長くなってしまった場合、特に年齢の低い住民については代謝作用等による体外への

排出が進んでしまっているため、低い線量に相当する体内残留量を検出することが困難であ

る。このため、預託実効線量で 1 mSv の評価が不可能となった年齢の住民については、3 月

12 日時点の行動が概ね同一である家族の測定結果を参考として被ばく線量評価を行うこと

にしている。表Ⅱ-1 にあるように、子どもの預託実効線量係数は大人よりも大きい、すなわ

ち同じ量の放射性物質を吸入した場合、子どもの預託実効線量は大人よりも高くなる。しか

し、同じ放射性物質濃度の空気を同じ時間吸入した場合は、高い年齢群ほど呼吸量が多いた

め、吸入摂取した放射性物質量が多くなり、評価される預託実効線量も年齢群が高いほど高

い値になる。すなわち、同じ場所で同じ時間吸入摂取をしたと考えられる家族の場合、年齢

の高い方から預託実効線量も高くなる。すなわち、行動が概ね同一である家族の測定結果を

参考として子どもの被ばく線量を評価するという方法は、安全側の評価になると言える。 
 

(2) 日常的な摂取シナリオ 
事故発生当初から食品の摂取制限等によって日常的な経口摂取による内部被ばくへの対策

は十分に行われているが、さらなる安全、安心の確保のため、事故発生から概ね 1 年が経過

する平成 24 年（2012 年）2 月 1 日からの福島県による内部被ばく検査においては、下記の

「日常的な摂取シナリオ」による被ばく線量評価を行った。 
 

【計算例】日常的な経口摂取による内部被ばく線量評価（日常的な摂取シナリオ） 
① 被ばく線量計算は、放医研が開発した MONDAL3 コードを用いて現行の法令に準拠し

た被ばく線量評価方法で行う。 
② 被ばく線量評価モデルを適用する年齢は測定日の年齢とする。なお、測定対象年齢は従

前のとおり原則として 4 歳以上とする（本文の 3.2 節）。 
③ 連続的かつ均等な経口摂取による線量の評価結果を記載する。記録レベルは急性摂取と

同様に 1 mSv ごととする。 
④ 被ばく線量評価の考え方は以下の通りである。ただし、説明の方法を考慮して、実際の

計算の手順はこの考え方と等価な⑤の方法で行う。 
「日常的な摂取シナリオ」における毎日の摂取量を 1 Bq / 日と仮定した場合、摂

取開始日から測定日までの経過日数（日）と体内放射能量の関係は、図Ⅱ-4 の通り

である。この関係を用いて WBC の測定結果から 1 日あたりの摂取量を推定する。

これに 365 日を乗じて 1 年間の摂取量を求め、表Ⅱ-2 の線量係数を用いて預託実効

線量を計算する。摂取開始日を平成 23 年（2011 年）3 月 12 日、測定日の前日まで

摂取があったと仮定する。 
⑤ 毎日の住民測定においては、以下の手順により線量を評価する。 

1 年間の日常的な摂取による預託実効線量が 1 mSv に相当する摂取量の 1 / 365
（表Ⅱ-3）を、平成 23 年（2011 年）3 月 12 日から測定日の前日まで毎日経口摂取

した場合の測定日における体内放射能量（A）をあらかじめ求めておく（図Ⅱ-5）。
WBC で実測した体内放射能量（B）を測定日の（A）で除する（B／A）ことにより、

預託実効線量（mSv）を求める。測定日における A の値を住民に通知する検査記録

JAEA-Review 2020-071

- 36 -



JAEA-Review 2020-071 

- 36 - 

この「急性摂取シナリオ」に基づく被ばく線量評価では、摂取から WBC 測定までの経過

時間が長くなってしまった場合、特に年齢の低い住民については代謝作用等による体外への

排出が進んでしまっているため、低い線量に相当する体内残留量を検出することが困難であ

る。このため、預託実効線量で 1 mSv の評価が不可能となった年齢の住民については、3 月

12 日時点の行動が概ね同一である家族の測定結果を参考として被ばく線量評価を行うこと

にしている。表Ⅱ-1 にあるように、子どもの預託実効線量係数は大人よりも大きい、すなわ

ち同じ量の放射性物質を吸入した場合、子どもの預託実効線量は大人よりも高くなる。しか

し、同じ放射性物質濃度の空気を同じ時間吸入した場合は、高い年齢群ほど呼吸量が多いた

め、吸入摂取した放射性物質量が多くなり、評価される預託実効線量も年齢群が高いほど高

い値になる。すなわち、同じ場所で同じ時間吸入摂取をしたと考えられる家族の場合、年齢

の高い方から預託実効線量も高くなる。すなわち、行動が概ね同一である家族の測定結果を

参考として子どもの被ばく線量を評価するという方法は、安全側の評価になると言える。 
 

(2) 日常的な摂取シナリオ 
事故発生当初から食品の摂取制限等によって日常的な経口摂取による内部被ばくへの対策

は十分に行われているが、さらなる安全、安心の確保のため、事故発生から概ね 1 年が経過

する平成 24 年（2012 年）2 月 1 日からの福島県による内部被ばく検査においては、下記の

「日常的な摂取シナリオ」による被ばく線量評価を行った。 
 

【計算例】日常的な経口摂取による内部被ばく線量評価（日常的な摂取シナリオ） 
① 被ばく線量計算は、放医研が開発した MONDAL3 コードを用いて現行の法令に準拠し

た被ばく線量評価方法で行う。 
② 被ばく線量評価モデルを適用する年齢は測定日の年齢とする。なお、測定対象年齢は従

前のとおり原則として 4 歳以上とする（本文の 3.2 節）。 
③ 連続的かつ均等な経口摂取による線量の評価結果を記載する。記録レベルは急性摂取と

同様に 1 mSv ごととする。 
④ 被ばく線量評価の考え方は以下の通りである。ただし、説明の方法を考慮して、実際の

計算の手順はこの考え方と等価な⑤の方法で行う。 
「日常的な摂取シナリオ」における毎日の摂取量を 1 Bq / 日と仮定した場合、摂

取開始日から測定日までの経過日数（日）と体内放射能量の関係は、図Ⅱ-4 の通り

である。この関係を用いて WBC の測定結果から 1 日あたりの摂取量を推定する。

これに 365 日を乗じて 1 年間の摂取量を求め、表Ⅱ-2 の線量係数を用いて預託実効

線量を計算する。摂取開始日を平成 23 年（2011 年）3 月 12 日、測定日の前日まで

摂取があったと仮定する。 
⑤ 毎日の住民測定においては、以下の手順により線量を評価する。 

1 年間の日常的な摂取による預託実効線量が 1 mSv に相当する摂取量の 1 / 365
（表Ⅱ-3）を、平成 23 年（2011 年）3 月 12 日から測定日の前日まで毎日経口摂取

した場合の測定日における体内放射能量（A）をあらかじめ求めておく（図Ⅱ-5）。
WBC で実測した体内放射能量（B）を測定日の（A）で除する（B／A）ことにより、

預託実効線量（mSv）を求める。測定日における A の値を住民に通知する検査記録
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の裏側に記載し、WBC の測定値から住民が自ら計算できるようにしておく。 
 
【参考：表Ⅱ-3、図Ⅱ-4 及び図Ⅱ-5 の値の導出過程】 

(1) MONDAL3 コードを用いて、毎日 1 Bq を摂取した場合の体内放射能量（Bq /（Bq / 日））

を摂取開始日から測定日までの経過日数（日）及び年齢ごとに求める。（図Ⅱ-4） 
(2) 1 mSv に相当する摂取量は、表Ⅱ-2 に示す預託実効線量係数（mSv / Bq）の逆数（Bq / mSv）

であることから、この逆数を 365（日）で除して、1 年間の摂取が 1 mSv に相当する 1 日当

たりの経口摂取量（Bq / 日）を得る。（表Ⅱ-3） 
(3) 各経過日数における 1 Bq / 日摂取の場合の体内放射能量（Bq /（Bq / 日））に表Ⅱ-3 の値

（Bq / 日）を乗じる。（図Ⅱ-5） 
 
 

表Ⅱ-2 経口摂取に関する預託実効線量係数Ⅱ-3)（単位：mSv / Bq） 
 

核種 1 歳未満 1 歳以上 
3 歳未満 

3 歳以上 
8 歳未満 

8 歳以上 
13 歳未満 

13 歳以上 
18 歳未満 18 歳以上 

134Cs 2.6×10-5 1.6×10-5 1.3×10-5 1.4×10-5 1.9×10-5 1.9×10-5 

137Cs 2.1×10-5 1.2×10-5 9.6×10-6 1.0×10-5 1.3×10-5 1.3×10-5 

 
 

表Ⅱ-3 年間の摂取量が 1 mSv に相当する 1 日当たりの経口摂取量（単位：Bq / 日） 
 

核種 1 歳未満 1 歳以上 
3 歳未満 

3 歳以上 
8 歳未満 

8 歳以上 
13 歳未満 

13 歳以上 
18 歳未満 18 歳以上 

134Cs 105 171 211 196 144 144 

137Cs 130 228 285 274 211 211 
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図Ⅱ-4 単位摂取量（1 Bq / 日）の日常的な経口摂取における体内放射能量 

（上段：134Cs、下段：137Cs） 
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図Ⅱ-4 単位摂取量（1 Bq / 日）の日常的な経口摂取における体内放射能量 

（上段：134Cs、下段：137Cs） 
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図Ⅱ-5 平成 24 年（2012 年）3 月 12 日から測定日の前日まで毎日均等に経口摂取したと仮定し、

この量を 1 年間摂取した場合の預託実効線量が 1 mSv となる場合に、 
体内に存在する放射能量（上段：134Cs、下段：137Cs） 
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付録Ⅲ 福島第一原発事故後に原子力機構が実施した被ばく線量評価の概要 
 
原子力機構が福島第一原発事故後に実施した、福島県「県民健康管理調査」以外の被ばく線量

評価について、公衆の内部被ばく線量評価を中心として文献調査を行った。作業員あるいは外部

被ばくについても、検討を進める上で参考となり得る文献は調査の対象とした。文献調査の結果

を表Ⅲ-1 に示す。ここでは、緊急時被ばく線量の推計・評価に直接関わる文献（No.①～No.⑩）

のほか、評価手法やその課題等を記述した文献（No.参考①～No.参考⑤）についても参考として

記載した。また、表Ⅲ-1 に使用されている略語や専門用語について、それらの説明を表の下部に

記載した。 
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B
C
に

よ
る

測
定

（
頸

部
I
-
1
3
1
測

定
を

含
む

）
●

G
e
検

出
器

（
C
a
n
b
e
r
r
a
社

製
G
C
5
0
2
1
）

2
式

●
鉄

遮
へ

い
室

（
壁

厚
2
0
c
m
）

内
に

設
置

●
全

身
：

検
出

下
限

値
は

約
6
0
B
q
（

C
s
-
1
3
7
、

1
0

分
間

測
定

）
●

頸
部

：
検

出
下

限
値

は
3
～

8
0
B
q
程

度
（

I
-

1
3
1
、

1
0
分

間
測

定
）

③
預

託
実

効
線

量
の

評
価

ス
ペ

ク
ト

ル
解

析
ソ

フ
ト

　
G
e
n
i
e
2
K

（
C
a
n
b
e
r
r
a
社

製
）

⇒
体

内
残

留
量

（
放

射
能

）
を

算
出

●
フ

ェ
ー

ズ
Ⅰ

（
4
月

2
0
日

～
6
月

1
7
日

）
⇒

外
部

及
び

内
部

被
ば

く
の

暫
定

評
価

線
量

の
合

計
が

1
0
0
m
S
v
を

超
え

た
作

業
者

●
フ

ェ
ー

ズ
Ⅱ

（
6
月

1
8
日

～
7
月

1
9
日

）
及

び
フ

ェ
ー

ズ
Ⅲ

（
7
月

2
6
日

～
8
月

5
日

）
⇒

内
部

被
ば

く
の

暫
定

評
価

線
量

が
2
0
m
S
v
を

超
え

た
作

業
者

※
日

付
は

す
べ

て
平

成
2
3
年

（
2
0
1
1
年

）

C
s
-
1
3
7

I
-
1
3
1

①
精

密
型

W
B
C
と

簡
易

型
W
B
C
の

結
果

●
精

密
型

W
B
C
に

よ
る

体
内

残
留

量
の

方
が

、
簡

易
型

W
B
C
に

よ
る

体
内

残
留

量
よ

り
も

2
0
%
程

度
大

き
い

（
校

正
の

違
い

に
よ

る
系

統
的

な
差

）
。

●
傾

向
は

ほ
ぼ

一
緒

②
C
s
-
1
3
7
の

全
身

残
留

量
●

C
s
-
1
3
7
は

す
べ

て
の

受
検

者
で

検
出

。
最

大
は

4
2
0
,
0
0
0
B
q

③
I
-
1
3
1
の

甲
状

腺
残

留
量

●
I
-
1
3
1
は

全
受

検
者

5
6
0
人

中
1
9
4
人

で
検

出
。

最
大

は
9
,
8
0
0
B
q
（

そ
の

後
放

医
研

で
も

精
密

測
定

を
実

施
し

、
最

終
的

に
東

京
電

力
よ

り
内

部
被

ば
く

線
量

（
預

託
実

効
線

量
）

5
4
0
m
S
v

と
報

告
）

●
預

託
実

効
線

量
に

占
め

る
I
-
1
3
1
の

寄
与

が
8
割

以
上

と
大

き
い

。

●
内

部
被

ば
く

線
量

の
評

価
は

I
-
1
3
1
の

定
量

が
重

要
で

あ
る

。

●
I
-
1
3
1
の

摂
取

量
を

よ
り

正
確

に
算

出
す

る
た

め
に

は
、

早
期

の
測

定
、

行
動

調
査

に
基

づ
く

摂
取

時
期

の
推

定
が

必
要

で
あ

る
。

原
子

力
機

構
第

1
0
4
1
回

金
曜

セ
ミ

ナ
ー

（
平

成
2
5
年

（
2
0
1
3

年
）

3
月

1
5
日

）
核

サ
研

 
 
放

射
線

管
理

部
中

川
貴

博
、

金
井

克
太

、
高

田
千

恵
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
3
）

№ ①

実
施

項
目

評
価

結
果

等
備

考

福
島

住
民

の
測

定

①
W
B
C
に

よ
る

体
内

残
留

放
射

能
の

測
定

②
摂

取
量

の
評

価
（

M
O
N
D
A
L
3
コ

ー
ド

を
使

用
）

③
7
0
歳

ま
で

（
成

人
は

5
0
年

間
）

の
預

託
実

効
線

量
を

評
価

（
実

効
線

量
係

数
（

m
S
v
/
B
q
）

：
I
C
R
P
 
P
u
b
l
.
7
2
使

用
）

●
4
歳

以
上

8
歳

未
満

●
8
歳

以
上

1
3
歳

未
満

●
1
3
歳

以
上

1
8
歳

未
満

●
成

人
(
1
8
歳

以
上

)

C
s
-
1
3
4

C
s
-
1
3
7

実
施

内
容

●
受

検
者

数
の

9
3
.
2
%
は

検
出

限
界

以
下

●
最

大
被

ば
く

線
量

は
2
.
8
m
S
v

●
内

部
被

ば
く

線
量

が
1
m
S
v
以

上
と

評
価

さ
れ

た
者

の
ほ

と
ん

ど
は

小
児

原
子

力
機

構
第

1
0
4
1
回

金
曜

セ
ミ

ナ
ー

（
平

成
2
5
年

（
2
0
1
3

年
）

3
月

1
5
日

）
原

科
研

 
 
放

射
線

管
理

部
鈴

木
武

彦
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
1
）

評
価

条
件

課
題

等

●
線

量
評

価
値

が
高

か
っ

た
小

児
も

、
実

際
の

被
ば

く
線

量
は

低
い

可
能

性
が

あ
る

。
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表
Ⅲ

-1
 

福
島

第
一

原
発

事
故

後
に

原
子

力
機

構
が

実
施

し
た

被
ば

く
線

量
評
価
に
関
す
る
活
動
（

1）
 

 

測
定

対
象

対
象

核
種

摂
取

シ
ナ

リ
オ

●
急

性
摂

取
　

(
平

成
2
4
年

（
2
0
1
2
年

）
1
月

末
ま

で
の

測
定

)
⇒

事
故

直
後

に
全

量
を

吸
入

摂
取

　
(
平

成
2
3
年

（
2
0
1
1
年

）
1
0
月

か
ら

平
成

2
4
年

（
2
0
1
2
年

）
1
月

末
)

⇒
8
歳

未
満

の
者

に
つ

い
て

は
、

行
動

が
概

ね
同

一
だ

っ
た

家
族

の
線

量
を

参
考

と
し

て
推

定

●
慢

性
摂

取
　

(
平

成
2
4
年

（
2
0
1
2
年

）
2
月

以
降

の
測

定
)

⇒
毎

日
一

定
量

の
経

口
摂

取

②

W
B
C
車

を
用

い
た

東
電

作
業

者
の

内
部

被
ば

く
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

①
W
B
C
検

査
（

立
位

型
W
B
C
：

C
a
n
b
e
r
r
a
社

製
F
a
s
t
s
c
a
n
）

体
内

動
態

モ
デ

ル
等

は
I
C
R
P
 
P
u
b
l
.
6
7
等

を
参

照

②
N
a
I
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

（
日

立
ア

ロ
カ

メ
デ

ィ
カ

ル
製

T
C
S
-
1
7
1
＋

鉛
コ

リ
メ

ー
タ

（
2
c
m
厚

）
付

）
に

よ
る

甲
状

腺
中

の
I
-
1
3
1
検

査

※
外

部
被

ば
く

で
1
0
0
m
S
v
を

超
え

た
作

業
者

に
対

し
て

、
緊

急
作

業
時

の
線

量
限

度
（

2
5
0
m
S
v
）

を
超

過
し

て
い

な
い

か
確

認
す

る
こ

と
が

目
的

＊
内

部
被

ば
く

実
効

線
量

2
0
m
S
v
を

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
レ

ベ
ル

と
し

て
、

超
え

る
恐

れ
の

あ
る

作
業

者
は

精
密

型
W
B
C
に

よ
る

測
定

を
実

施

●
外

部
被

ば
く

線
量

が
1
0
0
m
S
v
以

上
の

作
業

者

●
女

性
作

業
者

上
記

を
優

先
的

に
実

施

I
-
1
3
1

（
甲

状
腺

測
定

）

●
気

体
状

ヨ
ウ

素
の

吸
入

摂
取

●
3
月

1
1
日

か
ら

従
事

し
て

い
た

作
業

者
→

3
月

1
2
日

に
全

量
摂

取
を

仮
定 ●

そ
の

他
作

業
者

→
作

業
開

始
日

に
全

量
摂

取
を

仮
定

※
日

付
は

す
べ

て
平

成
2
3
年

（
2
0
1
1

年
）

①
W
B
C
測

定
●

W
B
C
に

よ
る

甲
状

腺
中

の
I
-

1
3
1
の

計
測

値
の

方
が

N
a
I
よ

り
一

桁
程

度
大

き
い

。

●
体

表
面

汚
染

の
影

響
に

よ
り

、
過

大
評

価
の

可
能

性
が

あ
る

。

②
N
a
I
甲

状
腺

測
定

●
約

9
0
%
の

人
は

検
出

限
界

値
以

下
。

最
大

値
は

1
8
2
k
B
q
で

、
6
,
4
0
0
m
S
v
（

甲
状

腺
等

価
線

量
）

●
W
B
C
の

測
定

で
は

、
体

表
面

汚
染

の
影

響
が

大
き

い
た

め
、

し
っ

か
り

除
染

す
る

必
要

が
あ

る
。

●
表

面
汚

染
が

あ
る

程
度

存
在

す
る

時
は

、
W
B
C
に

よ
る

測
定

に
併

せ
て

、
コ

リ
メ

ー
タ

付
N
a
I
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

に
よ

る
甲

状
腺

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
有

効
で

あ
る

。

原
子

力
機

構
第

1
0
4
1
回

金
曜

セ
ミ

ナ
ー

（
平

成
2
5
年

（
2
0
1
3

年
）

3
月

1
5
日

）
原

科
研

 
 
放

射
線

管
理

部
村

山
卓

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
2
）

③
核

サ
研

に
お

け
る

東
電

作
業

者
の

精
密

測
定

①
簡

易
型

W
B
C
に

よ
る

測
定

●
N
a
I
（

T
I
）

検
出

器
（

1
2
.
7
×

7
.
6
×

4
0
.
6
c
m
）

2
式

●
S
h
a
d
o
w
 
S
h
i
e
l
d
型

遮
へ

い
（

鉄
材

1
0
c
m
）

●
検

出
下

限
値

は
約

2
0
0
B
q
（

C
s
-
1
3
7
、

2
分

間
測

定
）

②
精

密
型

W
B
C
に

よ
る

測
定

（
頸

部
I
-
1
3
1
測

定
を

含
む

）
●

G
e
検

出
器

（
C
a
n
b
e
r
r
a
社

製
G
C
5
0
2
1
）

2
式

●
鉄

遮
へ

い
室

（
壁

厚
2
0
c
m
）

内
に

設
置

●
全

身
：

検
出

下
限

値
は

約
6
0
B
q
（

C
s
-
1
3
7
、

1
0

分
間

測
定

）
●

頸
部

：
検

出
下

限
値

は
3
～

8
0
B
q
程

度
（

I
-

1
3
1
、

1
0
分

間
測

定
）

③
預

託
実

効
線

量
の

評
価

ス
ペ

ク
ト

ル
解

析
ソ

フ
ト

　
G
e
n
i
e
2
K

（
C
a
n
b
e
r
r
a
社

製
）

⇒
体

内
残

留
量

（
放

射
能

）
を

算
出

●
フ

ェ
ー

ズ
Ⅰ

（
4
月

2
0
日

～
6
月

1
7
日

）
⇒

外
部

及
び

内
部

被
ば

く
の

暫
定

評
価

線
量

の
合

計
が

1
0
0
m
S
v
を

超
え

た
作

業
者

●
フ

ェ
ー

ズ
Ⅱ

（
6
月

1
8
日

～
7
月

1
9
日

）
及

び
フ

ェ
ー

ズ
Ⅲ

（
7
月

2
6
日

～
8
月

5
日

）
⇒

内
部

被
ば

く
の

暫
定

評
価

線
量

が
2
0
m
S
v
を

超
え

た
作

業
者

※
日

付
は

す
べ

て
平

成
2
3
年

（
2
0
1
1
年

）

C
s
-
1
3
7

I
-
1
3
1

①
精

密
型

W
B
C
と

簡
易

型
W
B
C
の

結
果

●
精

密
型

W
B
C
に

よ
る

体
内

残
留

量
の

方
が

、
簡

易
型

W
B
C
に

よ
る

体
内

残
留

量
よ

り
も

2
0
%
程

度
大

き
い

（
校

正
の

違
い

に
よ

る
系

統
的

な
差

）
。

●
傾

向
は

ほ
ぼ

一
緒

②
C
s
-
1
3
7
の

全
身

残
留

量
●

C
s
-
1
3
7
は

す
べ

て
の

受
検

者
で

検
出

。
最

大
は

4
2
0
,
0
0
0
B
q

③
I
-
1
3
1
の

甲
状

腺
残

留
量

●
I
-
1
3
1
は

全
受

検
者

5
6
0
人

中
1
9
4
人

で
検

出
。

最
大

は
9
,
8
0
0
B
q
（

そ
の

後
放

医
研

で
も

精
密

測
定

を
実

施
し

、
最

終
的

に
東

京
電

力
よ

り
内

部
被

ば
く

線
量

（
預

託
実

効
線

量
）

5
4
0
m
S
v

と
報

告
）

●
預

託
実

効
線

量
に

占
め

る
I
-
1
3
1
の

寄
与

が
8
割

以
上

と
大

き
い

。

●
内

部
被

ば
く

線
量

の
評

価
は

I
-
1
3
1
の

定
量

が
重

要
で

あ
る

。

●
I
-
1
3
1
の

摂
取

量
を

よ
り

正
確

に
算

出
す

る
た

め
に

は
、

早
期

の
測

定
、

行
動

調
査

に
基

づ
く

摂
取

時
期

の
推

定
が

必
要

で
あ

る
。

原
子

力
機

構
第

1
0
4
1
回

金
曜

セ
ミ

ナ
ー

（
平

成
2
5
年

（
2
0
1
3

年
）

3
月

1
5
日

）
核

サ
研

 
 
放

射
線

管
理

部
中

川
貴

博
、

金
井

克
太

、
高

田
千

恵
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
3
）

№ ①

実
施

項
目

評
価

結
果

等
備

考

福
島

住
民

の
測

定

①
W
B
C
に

よ
る

体
内

残
留

放
射

能
の

測
定

②
摂

取
量

の
評

価
（

M
O
N
D
A
L
3
コ

ー
ド

を
使

用
）

③
7
0
歳

ま
で

（
成

人
は

5
0
年

間
）

の
預

託
実

効
線

量
を

評
価

（
実

効
線

量
係

数
（

m
S
v
/
B
q
）

：
I
C
R
P
 
P
u
b
l
.
7
2
使

用
）

●
4
歳

以
上

8
歳

未
満

●
8
歳

以
上

1
3
歳

未
満

●
1
3
歳

以
上

1
8
歳

未
満

●
成

人
(
1
8
歳

以
上

)

C
s
-
1
3
4

C
s
-
1
3
7

実
施

内
容

●
受

検
者

数
の

9
3
.
2
%
は

検
出

限
界

以
下

●
最

大
被

ば
く

線
量

は
2
.
8
m
S
v

●
内

部
被

ば
く

線
量

が
1
m
S
v
以

上
と

評
価

さ
れ

た
者

の
ほ

と
ん

ど
は

小
児

原
子

力
機

構
第

1
0
4
1
回

金
曜

セ
ミ

ナ
ー

（
平

成
2
5
年

（
2
0
1
3

年
）

3
月

1
5
日

）
原

科
研

 
 
放

射
線

管
理

部
鈴

木
武

彦
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
1
）

評
価

条
件

課
題

等

●
線

量
評

価
値

が
高

か
っ

た
小

児
も

、
実

際
の

被
ば

く
線

量
は

低
い

可
能

性
が

あ
る

。

  

表
Ⅲ

-1
 

福
島

第
一

原
発

事
故

後
に

原
子

力
機

構
が

実
施

し
た

被
ば

く
線

量
評
価
に
関
す
る
活
動
（

2）
 

 

測
定

対
象

対
象

核
種

摂
取

シ
ナ

リ
オ

④
J
A
E
A
防

災
業

務
従

事
者

の
測

定
結

果
を

利
用

し
た

線
量

再
構

築
の

検
討

①
W
B
C
検

査
（

立
位

型
W
B
C
：

C
a
n
b
e
r
r
a
社

製
F
a
s
t
s
c
a
n
）

●
N
a
I
(
T
l
)
検

出
器

（
7
.
6
 
×

 
1
2
.
7
 
×

4
0
.
6
 
c
m
）

2
式

●
直

線
型

の
遮

へ
い

（
鉄

材
1
0
c
m
）

●
検

出
下

限
値

は
約

3
0
0
B
q
（

C
s
-
1
3
7
、

2
分

間
測

定
）

②
セ

シ
ウ

ム
摂

取
量

と
ヨ

ウ
素

／
セ

シ
ウ

ム
比

か
ら

の
評

価

●
福

島
県

内
で

の
活

動
期

間
が

3
月

1
2
日

～
4
月

1
1
日

の
一

カ
月

間
に

含
ま

れ
る

者
（

第
1
陣

～
第

1
5

陣
）

●
核

サ
研

で
W
B
C
を

4
月

末
ま

で
に

受
検

し
た

者
●

C
s
-
1
3
4
、

C
s
-
1
3
7
、

I
-
1
3
1
の

3
核

種
が

有
意

に
検

出
さ

れ
た

者

※
日

付
は

全
て

平
成

2
3
年

（
2
0
1
1

年
）

C
s
-
1
3
4

C
s
-
1
3
7

I
-
1
3
1

福
島

で
の

活
動

期
間

初
日

に
全

量
を

吸
入

摂
取

し
た

と
仮

定
し

て
線

量
評

価

●
実

効
線

量
（

m
S
v
）

⇒
最

大
値

：
0
.
8
0
、

平
均

値
0
.
2
4

●
甲

状
腺

等
価

線
量

（
m
S
v
）

⇒
最

大
値

：
1
3
、

平
均

値
4
.
0

ヨ
ウ

素
/
セ

シ
ウ

ム
比

は
人

に
よ

り
大

き
く

異
な

る
こ

と
か

ら
、

行
動

調
査

等
の

詳
細

な
検

討
が

必
要

原
子

力
機

構
第

1
0
4
1
回

金
曜

セ
ミ

ナ
ー

（
平

成
2
5
年

（
2
0
1
3

年
）

3
月

1
5
日

）
核

サ
研

 
 
放

射
線

管
理

部
高

田
千

恵
、

中
川

貴
博

、
山

崎
巧

、
石

川
久

、
百

瀬
琢

磨
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
4
）

⑤

被
ば

く
線

量
評

価
の

た
め

の
大

気
拡

散
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
（

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

事
故

初
期

段
階

に
お

け
る

大
気

中
放

射
性

物
質

濃
度

分
布

の
再

構
築

）

●
ヨ

ウ
素

等
の

短
半

減
期

核
種

の
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン

●
C
s
-
1
3
7
等

の
長

半
減

期
核

種
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

※
1

（
ヨ

ウ
素

等
の

短
半

減
期

核
種

に
よ

る
事

故
初

期
段

階
に

お
け

る
内

部
被

ば
く

線
量

に
つ

い
て

は
、

現
段

階
で

は
実

測
に

基
づ

く
評

価
が

困
難

）

※
2

（
大

気
拡

散
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
に

よ
り

得
ら

れ
る

時
系

列
の

大
気

中
放

射
性

物
質

濃
度

マ
ッ

プ
と

行
動

パ
タ

ー
ン

を
組

み
合

わ
せ

た
推

計
が

現
実

的
）

●
被

ば
く

線
量

評
価

の
対

象
範

囲
は

、
放

出
源

を
中

心
と

し
た

半
径

2
5
0
k
m
の

陸
上

●
大

気
中

濃
度

等
を

計
算

す
る

領
域 ⇒

東
西

6
9
0
k
m
×

南
北

9
6
0
k
m

●
水

平
方

向
の

空
間

分
解

能
⇒

3
k
m

●
気

象
モ

デ
ル

⇒
M
M
5

●
大

気
拡

散
モ

デ
ル

⇒
G
E
A
R
N

(
計

算
対

象
核

種
)

I
-
1
3
1

I
-
1
3
3

T
e
-
1
3
2

C
s
-
1
3
7

●
対

象
期

間
は

平
成

2
3
年

（
2
0
1
1

年
）

3
月

1
1
日

0
0
時

か
ら

4
月

3
0
日

2
4

時
ま

で

●
上

記
期

間
に

大
気

中
に

放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

の
挙

動
を

連
続

的
に

計
算

●
線

量
推

計
の

概
算

値
を

得
る

た
め

に
は

利
用

可
能

で
あ

る
。

●
放

出
源

情
報

及
び

モ
デ

ル
計

算
の

不
確

実
性

が
含

ま
れ

る
。

●
I
-
1
3
1
大

気
中

濃
度

の
測

定
値

と
計

算
値

で
は

時
間

変
化

は
同

様
な

傾
向

で
あ

っ
た

が
、

定
量

的
に

は
過

小
評

価
と

な
っ

て
い

る
ケ

ー
ス

が
あ

る
。

●
航

空
機

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

と
C
s
-
1
3
7

の
比

較
⇒

宮
城

県
で

W
S
P
E
E
D
I
が

過
大

評
価

⇒
群

馬
県

と
栃

木
県

で
W
S
P
E
E
D
I
が

過
小

評
価

●
放

射
性

ヨ
ウ

素
は

ガ
ス

状
と

粒
子

状
の

割
合

が
変

わ
る

こ
と

に
よ

り
、

地
上

付
近

の
大

気
中

濃
度

が
変

わ
る

た
め

、
内

部
被

ば
く

線
量

評
価

へ
の

影
響

が
大

き
い

。
●

氷
相

の
洗

浄
係

数
の

変
更

に
よ

る
C
s
-
1
3
7
沈

着
量

分
布

の
再

現
性

向
上

は
、

内
部

被
ば

く
線

量
評

価
に

対
し

て
は

ほ
と

ん
ど

影
響

し
な

い
。

●
十

分
に

精
度

が
高

と
は

言
え

な
い

。

●
さ

ら
な

る
モ

デ
ル

改
良

と
放

出
条

件
の

精
査

を
行

い
、

高
精

度
の

解
析

が
必

要
で

あ
る

。

日
本

原
子

力
学

会
誌

V
o
l
.
5
5
,
 
N
o
.
1
2
,

p
.
2
8
-
3
3
 
(
2
0
1
3
)

基
礎

工
セ

ン
タ

ー
永

井
晴

康
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
5
）

⑥

事
故

初
期

の
ヨ

ウ
素

等
短

半
期

に
よ

る
内

部
被

ば
く

線
量

評
価

調
査

（
環

境
省

か
ら

の
平

成
2
4
年

度
原

子
力

災
害

影
響

調
査

等
事

業
）

①
個

人
計

測
値

に
基

づ
く

方
法

⇒
甲

状
腺

計
測

と
全

身
計

測
（

W
B
C
）

②
大

気
拡

散
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
に

基
づ

く
方

法

実
測

デ
ー

タ
に

基
づ

く
①

の
方

法
を

基
礎

と
し

、
②

の
方

法
を

補
完

的
に

適
用

⇒
福

島
県

全
域

の
住

民
に

対
す

る
包

括
的

な
初

期
内

部
被

ば
く

線
量

の
推

計
を

実
施

①
個

人
計

測
値

●
甲

状
腺

計
測

⇒
川

俣
町

、
い

わ
き

市
、

飯
舘

村
の

小
児

1
,
0
8
0
人

●
全

身
計

測
（

W
B
C
）

⇒
福

島
県

内
成

人
約

3
,
0
0
0
名

②
大

気
拡

散
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
⇒

①
個

人
計

測
の

実
測

デ
ー

タ
が

得
ら

れ
な

い
地

域
住

民

放
射

性
ヨ

ウ
素

●
急

性
摂

取
⇒

平
成

2
3
年

（
2
0
1
1
年

）
3
月

1
5
日

に
全

量
一

回
摂

取

●
慢

性
摂

取
⇒

平
成

2
3
年

（
2
0
1
1
年

）
3
月

1
2
日

か
ら

測
定

日
前

日
ま

で
均

一
連

続
摂

取

●
甲

状
腺

計
測

デ
ー

タ
（

極
め

て
限

定
的

）
⇒

W
B
C
測

定
値

か
ら

の
実

効
線

量
結

果
も

活
用

（
放

射
性

セ
シ

ウ
ム

と
放

射
性

ヨ
ウ

素
の

摂
取

比
率

か
ら

、
放

射
性

ヨ
ウ

素
に

よ
る

内
部

被
ば

く
線

量
を

間
接

的
に

推
定

）

●
評

価
対

象
地

点
で

の
濃

度
に

滞
在

時
間

と
呼

吸
率

を
乗

じ
る

こ
と

で
、

吸
入

に
よ

る
摂

取
量

を
算

出

●
放

射
性

物
質

の
地

表
沈

着
が

比
較

的
高

い
地

域
の

住
民

で
も

、
甲

状
腺

等
価

線
量

の
9
0

パ
ー

セ
ン

タ
イ

ル
値

と
し

て
、

最
も

初
期

内
部

被
ば

く
線

量
が

高
く

評
価

さ
れ

る
1
歳

児
年

齢
層

に
対

し
て

約
3
0
m
S
v

●
サ

イ
ト

近
傍

の
市

町
村

の
住

民
に

つ
い

て
は

、
比

較
的

多
量

の
放

射
性

物
質

の
放

出
が

あ
っ

た
と

さ
れ

る
平

成
2
3
年

（
2
0
1
1

年
）

3
月

1
5
日

ま
で

の
避

難
に

よ
り

、
内

部
被

ば
く

が
大

幅
に

回
避

さ
れ

た
。

●
線

量
推

計
結

果
に

不
確

か
さ

要
因

が
多

く
残

さ
れ

て
い

る
。

●
精

度
向

上
の

た
め

の
調

査
を

引
き

続
き

行
う

必
要

が
あ

る
。

平
成

2
4
年

度
原

子
力

災
害

影
響

調
査

等
事

業
成

果
報

告
書

（
平

成
2
5
年

（
2
0
1
3

年
）

2
月

）
放

医
研

（
放

医
研

か
ら

の
再

委
託

事
業

と
し

て
、

基
礎

工
セ

ン
タ

ー
が

大
気

拡
散

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
実

施
）

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
6
）

課
題

等
備

考
№

実
施

内
容

実
施

項
目

評
価

条
件

評
価

結
果

等

放
射
性

ヨ
ウ

素
に
代

表
さ
れ
る

短
半

減
期
核

種
に

よ
る
事

故
初
期
に

お
け

る
内
部

被
ば

く
線
量

（
特
に
甲

状
腺

等
価
線

量
）

の
推
計

が
課
題
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表
Ⅲ

-1
 

福
島

第
一

原
発

事
故

後
に

原
子

力
機

構
が

実
施

し
た

被
ば

く
線

量
評
価
に
関
す
る
活
動
（

3）
 

 

測
定

対
象

対
象

核
種

摂
取

シ
ナ

リ
オ

⑦
福

島
第

一
原

子
力

発
電

所
事

故
後

の
水

道
水

摂
取

制
限

に
よ

る
乳

児
の

回
避

線
量

評
価

●
福

島
県

、
茨

城
県

、
東

京
都

の
水

道
水

中
の

I
-
1
3
1
の

濃
度

変
化

●
乳

児
（

1
歳

）
の

甲
状

腺
等

価
線

量
と

実
効

線
量

●
水

道
水

摂
取

制
限

に
よ

る
乳

児
の

回
避

線
量

●
福

島
県

、
茨

城
県

、
東

京
都

の
水

道
水

中
の

I
-
1
3
1
濃

度

●
乳

児
（

1
歳

）
の

甲
状

腺
等

価
線

量
と

実
効

線
量

I
-
1
3
1

●
水

道
水

中
濃

度
の

み
か

け
の

半
減

期
：

約
2
.
8
日

±
1
.
2
日

●
水

道
水

の
摂

取
制

限
は

甲
状

腺
等

価
線

量
の

低
減

に
有

効

●
福

島
県

飯
舘

村
で

は
、

甲
状

腺
等

価
線

量
8
.
3
m
S
v
、

実
効

線
量

0
.
4
1
m
S
v
を

回
避

日
本

原
子

力
学

会
和

文
論

文
誌

V
o
l
.
1
0
,
 
N
o
.
3
,

p
.
1
4
9
-
1
5
1
 
(
2
0
1
1
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

木
名

瀬
栄

、
木

村
仁

宣
、

高
原

省
五

、
本

間
俊

充
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
7
）

⑧

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

後
の

3
0
k
m
圏

外
に

お
け

る
予

備
的

線
量

評
価

（
A
 
P
r
e
l
i
m
i
n
a
r
y
 
D
o
s
e

A
s
s
e
s
s
m
e
n
t
 
f
o
r
 
t
h
e

P
o
p
u
l
a
t
i
o
n
 
i
n
 
a
n
 
A
r
e
a

o
u
t
s
i
d
e
 
t
h
e
 
3
0
k
m
 
Z
o
n
e

a
f
t
e
r
 
t
h
e
 
F
u
k
u
s
h
i
m
a

D
a
i
i
c
h
i
 
N
u
c
l
e
a
r
 
P
o
w
e
r

P
l
a
n
t
 
A
c
c
i
d
e
n
t
）

公
衆

の
外

部
及

び
内

部
被

ば
く

線
量

（
ク

ラ
ウ

ド
シ

ャ
イ

ン
、

グ
ラ

ン
ド

シ
ャ

イ
ン

、
空

気
中

核
種

の
吸

入
、

及
び

再
浮

遊
核

種
の

吸
入

に
よ

る
線

量
）

を
評

価

●
蓄

積
線

量
（

c
u
m
u
l
a
t
i
v
e

d
o
s
e
）

●
土

壌
中

の
放

射
性

核
種

濃
度

●
大

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

ダ
ス

ト
試

料
の

数
値

⇒
デ

ー
タ

が
な

い
場

合
は

数
学

モ
デ

ル
を

使
用

し
て

推
定

計
画

的
避

難
区

域
に

お
け

る
平

成
2
3
年

（
2
0
1
1
年

）
3
月

1
5
日

か
ら

4
月

2
2
日

間
の

公
衆

の
被

ば
く

線
量

は
最

大
2
8
m
S
v

P
r
o
g
r
e
s
s
 
i
n

N
u
c
l
e
a
r
 
S
c
i
e
n
c
e

a
n
d
 
T
e
c
h
n
o
l
o
g
y

V
o
l
.
3
,
 
p
.
1
9
-
2
4

(
2
0
1
2
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

木
村

仁
宣

、
木

名
瀬

栄
、

高
原

省
五

、
本

間
俊

充
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
8
）

⑨

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

事
故

に
起

因
す

る
汚

染
地

域
に

お
け

る
外

部
被

ば
く

線
量

評
価

（
A
s
s
e
s
s
m
e
n
t
 
o
f
 
D
o
s
e
s

f
r
o
m
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
E
x
p
o
s
u
r
e

i
n
 
C
o
n
t
a
m
i
n
a
t
e
d
 
A
r
e
a
s

R
e
s
u
l
t
i
n
g
 
f
r
o
m
 
t
h
e

F
u
k
u
s
h
i
m
a
 
D
a
i
i
c
h
i

N
u
c
l
e
a
r
 
P
o
w
e
r
 
P
l
a
n
t

A
c
c
i
d
e
n
t
）

事
故

で
放

出
さ

れ
地

面
に

沈
着

し
た

放
射

性
核

種
に

よ
る

浪
江

町
、

飯
舘

村
、

川
俣

町
、

福
島

市
に

お
け

る
外

部
被

ば
く

線
量

（
c
u
m
u
l
a
t
i
v
e
 
e
f
f
e
c
t
i
v
e
 
d
o
s
e
s
）

を
数

学
モ

デ
ル

で
解

析

※
数

学
モ

デ
ル

⇒
核

種
組

成
を

考
慮

し
、

物
理

的
崩

壊
以

外
に

風
雨

に
よ

る
放

射
性

物
質

低
減

を
考

慮
し

て
考

案
し

た
。

●
事

故
で

放
出

さ
れ

地
面

に
沈

着
し

た
放

射
性

核
種

に
よ

る
浪

江
町

、
飯

舘
村

、
川

俣
町

、
福

島
市

に
お

け
る

外
部

被
ば

く
線

量

●
被

ば
く

線
量

の
測

定
値

を
再

現 ●
最

初
の

1
カ

月
は

T
e
-
1
3
2
（

半
減

期
：

3
.
2
5
日

）
と

I
-
1
3
1
（

半
減

期
：

8
.
0
5
日

）
、

そ
の

後
は

C
s
-
1
3
4
,
1
3
7
（

半
減

期
：

2
.
0
5

年
、

3
0
.
1
年

）
が

支
配

的

短
半

減
期

核
種

か
ら

の
寄

与
を

数
学

モ
デ

ル
を

作
成

し
計

算
せ

ざ
る

を
得

な
か

っ
た

。

P
r
o
g
r
e
s
s
 
i
n

N
u
c
l
e
a
r
 
S
c
i
e
n
c
e

a
n
d
 
T
e
c
h
n
o
l
o
g
y

V
o
l
.
3
,
 
p
.
2
5
-
2
9

(
2
0
1
2
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

高
原

省
五

、
木

村
仁

宣
、

木
名

瀬
栄

、
石

川
淳

、
須

山
賢

也
、

細
山

田
龍

二
、

本
間

俊
充

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
9
）

⑩

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

事
故

後
に

お
け

る
ス

ギ
花

粉
中

の
C
s
-
1
3
7
の

連
続

慢
性

摂
取

に
対

す
る

内
部

被
ば

く
線

量
（

I
n
t
e
r
n
a
l
 
D
o
s
i
m
e
t
r
y
 
f
o
r

C
o
n
t
i
n
u
o
u
s
 
C
h
r
o
n
i
c

I
n
t
a
k
e
 
o
f
 
C
a
e
s
i
u
m
-
1
3
7
 
i
n

C
e
d
a
r
 
P
o
l
l
e
n
 
a
f
t
e
r
 
t
h
e

F
u
k
u
s
h
i
m
a
 
D
a
i
i
c
h
i

N
u
c
l
e
a
r
 
P
o
w
e
r
 
P
l
a
n
t

A
c
c
i
d
e
n
t
）

D
S
Y
S
-
c
h
r
o
n
i
c
コ

ー
ド

を
用

い
て

ス
ギ

花
粉

中
の

C
s
-
1
3
7
の

連
続

慢
性

摂
取

に
対

す
る

預
託

実
効

線
量

及
び

預
託

等
価

線
量

を
評

価

●
福

島
県

、
茨

城
県

、
東

京
都

に
居

住
す

る
成

人
C
s
-
1
3
7

平
成

2
4
年

（
2
0
1
2
年

）
2
月

上
旬

か
ら

5
月

末
ま

で
の

ス
ギ

花
粉

の
観

測
デ

ー
タ

を
使

用

●
ス

ギ
花

粉
中

の
C
s
-
1
3
7
の

摂
取

に
よ

る
実

効
線

量
は

n
S
v
オ

ー
ダ

ー
と

推
定

●
平

成
2
4
年

（
2
0
1
2
年

）
に

お
い

て
は

内
部

被
ば

く
に

よ
る

影
響

は
小

さ
い

。

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
東

京
電

力
福

島
第

一
原

子
力

発
電

所
事

故
後

に
お

け
る

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

及
び

線
量

評
価

」
プ

ロ
シ

ー
デ

ィ
ン

グ
(
2
0
1
2
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

木
名

瀬
栄

、
木

村
仁

宣
、

波
戸

真
治

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
1
0
）

課
題

等
備

考
№

実
施

内
容

実
施

項
目

評
価

条
件

評
価

結
果

等
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表
Ⅲ

-1
 

福
島

第
一

原
発

事
故

後
に

原
子

力
機

構
が

実
施

し
た

被
ば

く
線

量
評
価
に
関
す
る
活
動
（

3）
 

 

測
定

対
象

対
象

核
種

摂
取

シ
ナ

リ
オ

⑦
福

島
第

一
原

子
力

発
電

所
事

故
後

の
水

道
水

摂
取

制
限

に
よ

る
乳

児
の

回
避

線
量

評
価

●
福

島
県

、
茨

城
県

、
東

京
都

の
水

道
水

中
の

I
-
1
3
1
の

濃
度

変
化

●
乳

児
（

1
歳

）
の

甲
状

腺
等

価
線

量
と

実
効

線
量

●
水

道
水

摂
取

制
限

に
よ

る
乳

児
の

回
避

線
量

●
福

島
県

、
茨

城
県

、
東

京
都

の
水

道
水

中
の

I
-
1
3
1
濃

度

●
乳

児
（

1
歳

）
の

甲
状

腺
等

価
線

量
と

実
効

線
量

I
-
1
3
1

●
水

道
水

中
濃

度
の

み
か

け
の

半
減

期
：

約
2
.
8
日

±
1
.
2
日

●
水

道
水

の
摂

取
制

限
は

甲
状

腺
等

価
線

量
の

低
減

に
有

効

●
福

島
県

飯
舘

村
で

は
、

甲
状

腺
等

価
線

量
8
.
3
m
S
v
、

実
効

線
量

0
.
4
1
m
S
v
を

回
避

日
本

原
子

力
学

会
和

文
論

文
誌

V
o
l
.
1
0
,
 
N
o
.
3
,

p
.
1
4
9
-
1
5
1
 
(
2
0
1
1
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

木
名

瀬
栄

、
木

村
仁

宣
、

高
原

省
五

、
本

間
俊

充
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
7
）

⑧

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

後
の

3
0
k
m
圏

外
に

お
け

る
予

備
的

線
量

評
価

（
A
 
P
r
e
l
i
m
i
n
a
r
y
 
D
o
s
e

A
s
s
e
s
s
m
e
n
t
 
f
o
r
 
t
h
e

P
o
p
u
l
a
t
i
o
n
 
i
n
 
a
n
 
A
r
e
a

o
u
t
s
i
d
e
 
t
h
e
 
3
0
k
m
 
Z
o
n
e

a
f
t
e
r
 
t
h
e
 
F
u
k
u
s
h
i
m
a

D
a
i
i
c
h
i
 
N
u
c
l
e
a
r
 
P
o
w
e
r

P
l
a
n
t
 
A
c
c
i
d
e
n
t
）

公
衆

の
外

部
及

び
内

部
被

ば
く

線
量

（
ク

ラ
ウ

ド
シ

ャ
イ

ン
、

グ
ラ

ン
ド

シ
ャ

イ
ン

、
空

気
中

核
種

の
吸

入
、

及
び

再
浮

遊
核

種
の

吸
入

に
よ

る
線

量
）

を
評

価

●
蓄

積
線

量
（

c
u
m
u
l
a
t
i
v
e

d
o
s
e
）

●
土

壌
中

の
放

射
性

核
種

濃
度

●
大

気
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

ダ
ス

ト
試

料
の

数
値

⇒
デ

ー
タ

が
な

い
場

合
は

数
学

モ
デ

ル
を

使
用

し
て

推
定

計
画

的
避

難
区

域
に

お
け

る
平

成
2
3
年

（
2
0
1
1
年

）
3
月

1
5
日

か
ら

4
月

2
2
日

間
の

公
衆

の
被

ば
く

線
量

は
最

大
2
8
m
S
v

P
r
o
g
r
e
s
s
 
i
n

N
u
c
l
e
a
r
 
S
c
i
e
n
c
e

a
n
d
 
T
e
c
h
n
o
l
o
g
y

V
o
l
.
3
,
 
p
.
1
9
-
2
4

(
2
0
1
2
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

木
村

仁
宣

、
木

名
瀬

栄
、

高
原

省
五

、
本

間
俊

充
（

参
考

文
献

Ⅲ
-
8
）

⑨

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

事
故

に
起

因
す

る
汚

染
地

域
に

お
け

る
外

部
被

ば
く

線
量

評
価

（
A
s
s
e
s
s
m
e
n
t
 
o
f
 
D
o
s
e
s

f
r
o
m
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
E
x
p
o
s
u
r
e

i
n
 
C
o
n
t
a
m
i
n
a
t
e
d
 
A
r
e
a
s

R
e
s
u
l
t
i
n
g
 
f
r
o
m
 
t
h
e

F
u
k
u
s
h
i
m
a
 
D
a
i
i
c
h
i

N
u
c
l
e
a
r
 
P
o
w
e
r
 
P
l
a
n
t

A
c
c
i
d
e
n
t
）

事
故

で
放

出
さ

れ
地

面
に

沈
着

し
た

放
射

性
核

種
に

よ
る

浪
江

町
、

飯
舘

村
、

川
俣

町
、

福
島

市
に

お
け

る
外

部
被

ば
く

線
量

（
c
u
m
u
l
a
t
i
v
e
 
e
f
f
e
c
t
i
v
e
 
d
o
s
e
s
）

を
数

学
モ

デ
ル

で
解

析

※
数

学
モ

デ
ル

⇒
核

種
組

成
を

考
慮

し
、

物
理

的
崩

壊
以

外
に

風
雨

に
よ

る
放

射
性

物
質

低
減

を
考

慮
し

て
考

案
し

た
。

●
事

故
で

放
出

さ
れ

地
面

に
沈

着
し

た
放

射
性

核
種

に
よ

る
浪

江
町

、
飯

舘
村

、
川

俣
町

、
福

島
市

に
お

け
る

外
部

被
ば

く
線

量

●
被

ば
く

線
量

の
測

定
値

を
再

現 ●
最

初
の

1
カ

月
は

T
e
-
1
3
2
（

半
減

期
：

3
.
2
5
日

）
と

I
-
1
3
1
（

半
減

期
：

8
.
0
5
日

）
、

そ
の

後
は

C
s
-
1
3
4
,
1
3
7
（

半
減

期
：

2
.
0
5

年
、

3
0
.
1
年

）
が

支
配

的

短
半

減
期

核
種

か
ら

の
寄

与
を

数
学

モ
デ

ル
を

作
成

し
計

算
せ

ざ
る

を
得

な
か

っ
た

。

P
r
o
g
r
e
s
s
 
i
n

N
u
c
l
e
a
r
 
S
c
i
e
n
c
e

a
n
d
 
T
e
c
h
n
o
l
o
g
y

V
o
l
.
3
,
 
p
.
2
5
-
2
9

(
2
0
1
2
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

高
原

省
五

、
木

村
仁

宣
、

木
名

瀬
栄

、
石

川
淳

、
須

山
賢

也
、

細
山

田
龍

二
、

本
間

俊
充

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
9
）

⑩

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

事
故

後
に

お
け

る
ス

ギ
花

粉
中

の
C
s
-
1
3
7
の

連
続

慢
性

摂
取

に
対

す
る

内
部

被
ば

く
線

量
（

I
n
t
e
r
n
a
l
 
D
o
s
i
m
e
t
r
y
 
f
o
r

C
o
n
t
i
n
u
o
u
s
 
C
h
r
o
n
i
c

I
n
t
a
k
e
 
o
f
 
C
a
e
s
i
u
m
-
1
3
7
 
i
n

C
e
d
a
r
 
P
o
l
l
e
n
 
a
f
t
e
r
 
t
h
e

F
u
k
u
s
h
i
m
a
 
D
a
i
i
c
h
i

N
u
c
l
e
a
r
 
P
o
w
e
r
 
P
l
a
n
t

A
c
c
i
d
e
n
t
）

D
S
Y
S
-
c
h
r
o
n
i
c
コ

ー
ド

を
用

い
て

ス
ギ

花
粉

中
の

C
s
-
1
3
7
の

連
続

慢
性

摂
取

に
対

す
る

預
託

実
効

線
量

及
び

預
託

等
価

線
量

を
評

価

●
福

島
県

、
茨

城
県

、
東

京
都

に
居

住
す

る
成

人
C
s
-
1
3
7

平
成

2
4
年

（
2
0
1
2
年

）
2
月

上
旬

か
ら

5
月

末
ま

で
の

ス
ギ

花
粉

の
観

測
デ

ー
タ

を
使

用

●
ス

ギ
花

粉
中

の
C
s
-
1
3
7
の

摂
取

に
よ

る
実

効
線

量
は

n
S
v
オ

ー
ダ

ー
と

推
定

●
平

成
2
4
年

（
2
0
1
2
年

）
に

お
い

て
は

内
部

被
ば

く
に

よ
る

影
響

は
小

さ
い

。

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
東

京
電

力
福

島
第

一
原

子
力

発
電

所
事

故
後

に
お

け
る

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

及
び

線
量

評
価

」
プ

ロ
シ

ー
デ

ィ
ン

グ
(
2
0
1
2
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

木
名

瀬
栄

、
木

村
仁

宣
、

波
戸

真
治

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
1
0
）

課
題

等
備

考
№

実
施

内
容

実
施

項
目

評
価

条
件

評
価

結
果

等

  

表
Ⅲ

-1
 

福
島

第
一

原
発

事
故

後
に

原
子

力
機

構
が

実
施

し
た

被
ば

く
線

量
評
価
に
関
す
る
活
動
（

4）
 

 

   

測
定

対
象

対
象

核
種

摂
取

シ
ナ

リ
オ

参 考 ①

放
射

性
核

種
を

長
期

摂
取

し
た

公
衆

構
成

員
の

残
留

関
数

と
排

出
関

数
の

評
価

（
E
v
a
l
u
a
t
i
o
n
 
o
f

R
e
t
e
n
t
i
o
n
 
a
n
d
 
E
x
c
r
e
t
i
o
n

F
u
n
c
t
i
o
n
 
t
o
 
M
e
m
b
e
r
s
 
o
f

t
h
e
 
P
u
b
l
i
c
 
f
o
r
 
C
h
r
o
n
i
c

I
n
t
a
k
e
s
 
o
f

R
a
d
i
o
n
u
c
l
i
d
e
s
）

D
S
Y
S
-
c
h
r
o
n
i
c
コ

ー
ド

を
用

い
た

長
期

摂
取

の
計

算
●

1
歳

乳
児

C
s
-
1
3
7

I
-
1
3
1

●
C
s
-
1
3
7
の

場
合

①
一

時
に

3
6
5
B
q
を

摂
取

②
毎

日
1
B
q
ず

つ
3
6
5
日

摂
取

●
I
-
1
3
1
の

場
合

水
道

水
か

ら
長

期
摂

取

●
C
s
-
1
3
7
の

場
合

体
内

に
残

留
す

る
C
s
-
1
3
7
の

時
間

積
算

値
は

、
①

6
,
9
0
0
B
q
･

d
a
y
、

②
7
,
2
0
0
B
q
･
d
a
y
と

ほ
ほ

同
じ

で
あ

る
。

し
か

し
、

3
6
5
日

後
の

残
留

放
射

能
は

大
き

く
異

な
る

。

●
I
-
1
3
1
の

場
合

ほ
と

ん
ど

甲
状

腺
に

留
ま

り
、

便
や

尿
に

よ
る

排
出

は
ご

く
小

さ
い

（
尿

＞
便

）
。

P
r
o
g
r
e
s
s
 
i
n

N
u
c
l
e
a
r
 
S
c
i
e
n
c
e

a
n
d
 
T
e
c
h
n
o
l
o
g
y

V
o
l
.
4
,
 
p
.
3
6
-
3
8

(
2
0
1
4
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

波
戸

真
治

、
木

村
仁

宣
、

木
名

瀬
栄

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
1
1
）

参 考 ②

放
射

性
核

種
摂

取
に

よ
る

慢
性

被
ば

く
に

対
す

る
内

部
線

量
評

価
コ

ー
ド

の
開

発
（

D
e
v
e
l
o
p
m
e
n
t
 
o
f

I
n
t
e
r
n
a
l
 
D
o
s
i
m
e
t
r
y

E
v
a
l
u
a
t
i
o
n
 
C
o
d
e
 
f
o
r

C
h
r
o
n
i
c
 
E
x
p
o
s
u
r
e
 
a
f
t
e
r

I
n
t
a
k
e
 
o
f

R
a
d
i
o
n
u
c
l
i
d
e
s
）

事
故

後
の

長
期

摂
取

に
よ

る
内

部
被

ば
く

を
計

算
す

る
コ

ー
ド

D
S
Y
S
-
c
h
r
o
n
i
c
を

開
発

C
s
-
1
3
7

I
-
1
3
1

●
連

続
摂

取
の

場
合

も
間

欠
的

摂
取

の
場

合
も

対
応

●
C
s
-
1
3
7
、

I
-
1
3
1
を

連
続

摂
取

し
た

場
合

の
体

内
で

の
平

衡
値

あ
る

い
は

線
量

係
数

を
計

算
し

、
そ

の
結

果
が

、
I
C
R
P

P
u
b
l
.
7
8
、

M
O
N
D
A
L
3
コ

ー
ド

及
び

I
N
D
E
S
コ

ー
ド

の
計

算
値

と
一

致
し

た
こ

と
を

も
っ

て
検

証

P
r
o
g
r
e
s
s
 
i
n

N
u
c
l
e
a
r
 
S
c
i
e
n
c
e

a
n
d
 
T
e
c
h
n
o
l
o
g
y

V
o
l
.
4
,
 
p
.
6
0
-
6
3

(
2
0
1
4
)

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

木
村

仁
宣

、
木

名
瀬

栄
、

波
戸

真
治

（
参

考
資

料
Ⅲ

-
1
2
）

参 考 ③

内
部

被
ば

く
の

評
価

法
福

島
第

一
原

子
力

発
電

所
事

故
後

に
対

峙
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

内
部

被
ば

く
の

評
価

法
に

関
す

る
課

題
に

つ
い

て

●
内

部
被

ば
く

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

手
法

の
運

用 ●
直

接
法

⇒
体

外
計

測
装

置
の

校
正

法

●
間

接
法

⇒
核

種
ご

と
の

測
定

法
を

広
く

利
用

で
き

る
よ

う
な

イ
ン

フ
ラ

整
備

I
s
o
t
o
p
e
 
N
e
w
s
,

2
0
1
4
年

8
月

号
,

N
o
.
7
2
4
 
(
2
0
1
4
)

木
名

瀬
栄

（
参

考
文

献
Ⅲ

-
1
3
）

課
題

等
備

考
№

実
施

内
容

実
施

項
目

評
価

条
件

評
価

結
果

等
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表
Ⅲ

-1
 

福
島

第
一

原
発

事
故

後
に

原
子

力
機

構
が

実
施

し
た

被
ば

く
線

量
評
価
に
関
す
る
活
動
（

5）
 

 
  

 

測
定

対
象

対
象

核
種

摂
取

シ
ナ

リ
オ

参 考 ④

東
京

電
力

㈱
福

島
第

一
発

電
所

事
故

に
係

る
個

人
線

量
の

特
性

に
関

す
る

調
査

①
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

に
よ

る
空

間
線

量
率

の
測

定

②
個

人
線

量
計

に
よ

る
個

人
線

量
の

測
定

③
そ

の
他

の
測

定
と

試
験

※
避

難
指

示
解

除
準

備
区

域
及

び
居

住
制

限
区

域
内

の
代

表
的

な
生

活
場

所
に

お
い

て
個

人
線

量
計

を
用

い
た

実
測

と
評

価
を

行
い

、
空

間
線

量
と

個
人

線
量

の
関

係
に

つ
い

て
実

測
・

実
験

的
に

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
帰

還
後

に
想

定
さ

れ
る

代
表

的
パ

タ
ー

ン
に

お
け

る
個

人
線

量
レ

ベ
ル

の
推

定
を

試
み

る
こ

と
を

主
目

的
と

し
た

。

調
査

地
域

→
田

村
市

、
川

内
村

及
び

飯
館

村
内

の
合

計
2
8
地

域
（

居
住

区
域

、
避

難
指

示
解

除
準

備
区

域
、

居
住

制
限

区
域

）

①
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

に
よ

る
空

間
線

量
率

の
測

定
●

屋
内

及
び

屋
外

の
複

数
点

の
空

間
線

量
率

（
歩

行
サ

ー
ベ

イ
含

む
）

●
調

査
対

象
地

点
周

辺
の

道
路

等
の

空
間

線
量

率
（

自
動

車
に

よ
る

走
行

サ
ー

ベ
イ

含
む

）

②
個

人
線

量
計

に
よ

る
個

人
線

量
の

測
定 ●

屋
内

及
び

屋
外

に
設

置
し

た
人

体
模

擬
物

質
（

フ
ァ

ン
ト

ム
）

に
取

り
付

け
た

個
人

線
量

計
に

よ
る

個
人

線
量

調
査

員
が

着
用

す
る

個
人

線
量

計
に

よ
る

個
人

線
量

（
作

業
や

移
動

時
ご

と
の

積
算

線
量

を
解

析
）

③
そ

の
他

の
測

定
と

試
験

●
屋

内
外

の
代

表
的

な
ポ

イ
ン

ト
に

お
け

る
ガ

ン
マ

線
の

波
高

分
布

●
ガ

ン
マ

線
標

準
照

射
場

（
実

験
室

）
を

用
い

た
個

人
線

量
計

の
特

性
試

験

調
査

区
域

（
山

間
部

）
に

お
い

て
は

、
空

間
線

量
率

に
一

定
の

定
数

（
0
.
7
）

を
乗

ず
る

こ
と

に
よ

っ
て

個
人

線
量

（
大

人
）

を
適

切
に

推
定

で
き

る
こ

と
、

生
活

の
場

に
お

け
る

空
間

線
量

率
と

、
そ

こ
で

の
生

活
パ

タ
ー

ン
（

時
間

）
を

仮
定

す
る

こ
と

で
、

お
お

よ
そ

の
年

間
被

ば
く

線
量

を
推

定
す

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
こ

と
等

が
分

か
っ

た
。

●
体

格
差

が
個

人
線

量
測

定
に

与
え

る
影

響
（

本
調

査
は

成
人

の
み

が
対

象
。

児
童

は
含

ま
れ

て
い

な
い

）

●
個

人
線

量
計

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
答

特
性

の
影

響

●
空

間
線

量
率

分
布

の
影

響 ●
地

理
的

影
響

。
山

間
部

以
外

に
も

一
定

の
定

数
（

0
.
7
）

を
用

い
て

も
推

定
で

き
る

か
否

か
確

認
が

必
要

●
事

故
以

前
の

空
間

線
量

率
（

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

）
の

評
価

●
ガ

ン
マ

線
波

高
分

布
デ

ー
タ

の
活

用

●
生

活
時

間
の

推
定

N
I
R
S
-
M
-
2
7
0

（
2
0
1
4
）

放
医

研
、

原
子

力
機

構 （
参

考
文

献
Ⅲ

-
1
4
）

参 考 ⑤

東
京

電
力

㈱
福

島
第

一
発

電
所

事
故

に
係

る
個

人
線

量
の

特
性

に
関

す
る

調
査

の
追

加
調

査
－

児
童

に
対

す
る

個
人

線
量

の
推

計
手

法
等

に
関

す
る

検
討

－

①
年

齢
の

異
な

る
児

童
の

体
格

を
模

擬
し

た
人

体
形

状
フ

ァ
ン

ト
ム

に
設

置
し

た
個

人
線

量
計

の
応

答
を

照
射

実
験

②
様

々
な

放
射

線
場

に
お

い
て

評
価

さ
れ

た
年

齢
ご

と
の

実
効

線
量

と
個

人
線

量
計

測
定

値
の

比
較

個
人

線
量

評
価

に
用

い
る

換
算

係
数

を
、

0
.
8
5
（

生
後

か
ら

3
歳

ま
で

）
、

0
.
8
（

3
歳

か
ら

1
8
歳

に
な

る
ま

で
）

、
0
.
7
（

1
8
歳

以
上

）
と

す
る

こ
と

を
提

案

N
I
R
S
-
M
-
2
7
6

（
2
0
1
5
）

放
医

研
、

原
子

力
機

構 （
参

考
文

献
Ⅲ

-
1
5
）

№
実

施
内

容
実

施
項

目
評

価
条

件
評

価
結

果
等

課
題

等
備

考
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表
Ⅲ

-1
 

福
島

第
一

原
発

事
故

後
に

原
子

力
機

構
が

実
施

し
た

被
ば

く
線

量
評
価
に
関
す
る
活
動
（

5）
 

 
  

 

測
定

対
象

対
象

核
種

摂
取

シ
ナ

リ
オ

参 考 ④

東
京

電
力

㈱
福

島
第

一
発

電
所

事
故

に
係

る
個

人
線

量
の

特
性

に
関

す
る

調
査

①
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

に
よ

る
空

間
線

量
率

の
測

定

②
個

人
線

量
計

に
よ

る
個

人
線

量
の

測
定

③
そ

の
他

の
測

定
と

試
験

※
避

難
指

示
解

除
準

備
区

域
及

び
居

住
制

限
区

域
内

の
代

表
的

な
生

活
場

所
に

お
い

て
個

人
線

量
計

を
用

い
た

実
測

と
評

価
を

行
い

、
空

間
線

量
と

個
人

線
量

の
関

係
に

つ
い

て
実

測
・

実
験

的
に

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
帰

還
後

に
想

定
さ

れ
る

代
表

的
パ

タ
ー

ン
に

お
け

る
個

人
線

量
レ

ベ
ル

の
推

定
を

試
み

る
こ

と
を

主
目

的
と

し
た

。

調
査

地
域

→
田

村
市

、
川

内
村

及
び

飯
館

村
内

の
合

計
2
8
地

域
（

居
住

区
域

、
避

難
指

示
解

除
準

備
区

域
、

居
住

制
限

区
域

）

①
サ

ー
ベ

イ
メ

ー
タ

に
よ

る
空

間
線

量
率

の
測

定
●

屋
内

及
び

屋
外

の
複

数
点

の
空

間
線

量
率

（
歩

行
サ

ー
ベ

イ
含

む
）

●
調

査
対

象
地

点
周

辺
の

道
路

等
の

空
間

線
量

率
（

自
動

車
に

よ
る

走
行

サ
ー

ベ
イ

含
む

）

②
個

人
線

量
計

に
よ

る
個

人
線

量
の

測
定 ●

屋
内

及
び

屋
外

に
設

置
し

た
人

体
模

擬
物

質
（

フ
ァ

ン
ト

ム
）

に
取

り
付

け
た

個
人

線
量

計
に

よ
る

個
人

線
量

調
査

員
が

着
用

す
る

個
人

線
量

計
に

よ
る

個
人

線
量

（
作

業
や

移
動

時
ご

と
の

積
算

線
量

を
解

析
）

③
そ

の
他

の
測

定
と

試
験

●
屋

内
外

の
代

表
的

な
ポ

イ
ン

ト
に

お
け

る
ガ

ン
マ

線
の

波
高

分
布

●
ガ

ン
マ

線
標

準
照

射
場

（
実

験
室

）
を

用
い

た
個

人
線

量
計

の
特

性
試

験

調
査

区
域

（
山

間
部

）
に

お
い

て
は

、
空

間
線

量
率

に
一

定
の

定
数

（
0
.
7
）

を
乗

ず
る

こ
と

に
よ

っ
て

個
人

線
量

（
大

人
）

を
適

切
に

推
定

で
き

る
こ

と
、

生
活

の
場

に
お

け
る

空
間

線
量

率
と

、
そ

こ
で

の
生

活
パ

タ
ー

ン
（

時
間

）
を

仮
定

す
る

こ
と

で
、

お
お

よ
そ

の
年

間
被

ば
く

線
量

を
推

定
す

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
こ

と
等

が
分

か
っ

た
。

●
体

格
差

が
個

人
線

量
測

定
に

与
え

る
影

響
（

本
調

査
は

成
人

の
み

が
対

象
。

児
童

は
含

ま
れ

て
い

な
い

）

●
個

人
線

量
計

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
答

特
性

の
影

響

●
空

間
線

量
率

分
布

の
影

響 ●
地

理
的

影
響

。
山

間
部

以
外

に
も

一
定

の
定

数
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表Ⅲ-1 における略語と専門用語の説明 
 

WBC：      全身カウンタ（Whole Body Counter） 
ICRP： 国際放射線防護委員会（ International Commission on Radiological 

Protection） 
クラウドシャイン：放射性プルームからの外部被ばく（Cloudshine） 
グランドシャイン：地表沈着核種からの外部被ばく（Groundshine） 

 
原子力機構：   日本原子力研究開発機構 
原科研：     原子力科学研究所（原子力機構） 
核サ研：     核燃料サイクル工学研究所（原子力機構） 
基礎工センター： 原子力基礎工学研究センター（原子力機構） 
放医研： 放射線医学総合研究所（平成 28 年（2016 年）4 月から量子科学技術研究

開発機構放射線医学総合研究所） 
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付録Ⅳ Bouville らの論文の概要 
 
 
題名：Guidelines for Exposure Assessment in Health Risk Studies Following a Nuclear 

Reactor Accident 
著者：A. Bouville, M.S. Linet, M. Hatch, K. Mabuchi and S.L. Simon 
書誌：Environmental Health Perspective, Vol.122, No.1, Jan. 2014 
 
・4 つの原子力事故（Windscale: 1957, TMI: 1979, Chernobyl: 1986, Fukushima: 2011）の経

験から、原子力事故後の被ばく線量評価に関するガイドラインを提示 
 
・事故後の被ばく線量評価について、大きく 2 つの段階に整理 

＋初期段階（Early-phase）：事故直後に行う、今後の健康影響予測のためのリスク推定 
＋後期段階（Late-phase）：事故から何年か後に行う、実際の健康影響の疫学調査 

 
 
 
・7 つのガイドライン 

１．被ばくを受けた地域にいる人々の可能な限り完全な名簿の作成（Create as complete a 
roster as possible of persons in the exposed area） 

２．できるだけ多くの個人ベースの被ばく線量計測結果の入手（Obtain as many 
individual-based radiation measurements as possible） 

３．それぞれの調査対象者について、個人被ばく線量の推定に適用できるような、被ばく時

の居場所と食事に関する情報の収集（Collect, for each study participant, information 
on whereabouts at the time of exposure and relevant dietary data that can be used 
for the estimation of the radiation dose） 

４．できる限り多くの放射線場の空間的・時間的分布と変動に関する情報の収集（Collect as 
much information as possible on the spatial and temporal patterns and variations of 
the radiation field） 

５．現実的な被ばく線量の計算とバイアス源の最小化（Calculate realistic radiation doses, 
minimizing sources of bias） 

６．被ばく線量推定の検証（Validate the dose estimates） 
７．被ばく線量の不確かさ評価（Evaluate dosimetric uncertainties） 
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１．被ばくを受けた地域にいる人々の可能な限り完全な名簿の作成（Create as complete a 
roster as possible of persons in the exposed area） 

 
・後期段階では、最も基本的なデータ 
・初期段階では、困難ではあるが、高い優先度を与えるべきデータ 

 
・以下のようなあらゆる関係者が名簿には含まれるべき 

＋最大の被ばく線量を受けた人々、放射線による悪影響が現れる恐れのある人々 
＋妊婦と胎児、子どもと若者、老人、要介護者 

 
・潜在的な情報源 

＋住民登録、病院や公的機関の緊急時対応記録、事故対応作業者やボランティアの名簿、

学校の名簿、雇用者名簿、選挙人名簿等 
＋公的キャンペーン等による名簿登録促進 

 
 
 
２．できるだけ多くの個人ベースの被ばく線量計測結果の入手（Obtain as many 

individual-based radiation measurements as possible） 
 
・疫学調査のための線量再構築 ⇒ 理想的には対象集団の全員について十分に校正された計測

器で測定 
・初期のリスク推定のための線量再構築 ⇒ 個人被ばく線量測定は必須ではないが、本質的に

信頼性が高い 
・外部被ばく量評価 ⇒ 生体試料の活用：歯のエナメル質や爪の EPR、染色体異常等。生体試

料は保管 
・内部被ばく線量評価 ⇒ 体外計測法、間接バイオアッセイ。生体試料は保管 
・計測・評価の目的は、高い信頼性と小さい不確かさで、個人の被ばく線量を評価すること 
・一般に、個人被ばく線量と環境放射線（能）のデータがなければ不確かさが大きく、環境放

射線（能）データがあればベターで、個人被ばく線量データがあると精度が高い 
・全員のデータが必ずしも必要ではなく、代表的な者でも推定は可能 
・個人被ばく線量が分かれば線量再構築をしやすい。緊急医療措置との競合、高性能の計測器

や熟練測定者の不足等の阻害要因がある 
・最も現実的に考えても、被ばく線量推定は線量実測よりも複雑 
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３．それぞれの調査対象者について、個人被ばく線量の推定に適用できるような、被ばく時

の居場所と食事に関する情報の収集（Collect, for each study participant, information 
on whereabouts at the time of exposure and relevant dietary data that can be used 
for the estimation of the radiation dose） 

 
・被ばく線量評価の信頼性を高めるために極めて重要 
・リスク推定の目的 ⇒ 対象集団を設定して、代表者（年齢、性別、民族･･･）にインタビュー 
・疫学調査の目的 ⇒ 理想的には調査対象全員にインタビュー 

 
・インタビューについて 

＋外部被ばく線量評価：所在地、滞在時間、建築物の種類 等 
＋内部被ばく線量評価：水・食物の摂取状況、生産地、調理方法 等 
＋予め被ばく者で試験をするなど慎重に準備した質問票を用いて、熟練した監督者の下で

実施するべき 
＋直接インタビューが困難な場合は、間接的な情報収集手法もある 
＋記憶の想起と回答の信頼性を最大化するためには、可能な限り早いインタビューの実施

が不可欠 
 
 
 
４．できる限り多くの放射線場の空間的・時間的分布と変動に関する情報の収集（Collect as 

much information as possible on the spatial and temporal patterns and variations of 
the radiation field） 

 
・リスク推定 ⇒ 放射線場の情報は、代表的な生活様式や食物摂取率を仮定して被ばく線量推

定に使用 
・疫学調査 ⇒ 放射線場の情報は、生活習慣や食物摂取率に関する個々人のデータと合成する

必要がある 
 
・外部被ばく線量評価：空間線量率の測定値による評価が理想的 
・内部被ばく線量評価：空気中放射性物質濃度、食物中放射性物質濃度の実測値による評価が

理想的 
 
・放射線場の測定は、事故直後になるべく素早く開始されるべき 
・ウェザリング等の線量低減効果要因の影響を把握するためには、数か月から数年の調査継続

が必要 
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５．現実的な被ばく線量の計算とバイアス源の最小化（Calculate realistic radiation doses, 
minimizing sources of bias） 

 
・直接測定を補完するモデルに対して、過小・過大評価の可能性の排除または最小化 
・リスク推定 ⇒ 評価対象の人口集団に対して、バイアスのない正確な被ばく線量を評価 
・疫学調査 ⇒ 評価対象の個々人に対して、バイアスのない正確な被ばく線量を評価 

最初に関連被ばく情報を用い、次に必要に応じて数学的モデルで補完 
 
・データの優先度 

＋調査対象者自身の被ばく線量の測定結果 
＋その他の人々の被ばく線量の測定結果 
＋環境放射線（能）の測定結果 
＋数学的モデル 

 
・仮定を常に必要とすることに注意し、後の評価のために仮定を明確に文書化するべき 

 
 
 
６．被ばく線量推定の検証（Validate the dose estimates） 
 
・被ばく線量の推定値が可能な限り正確に与えられ、系統的なバイアスを受けていないことの

確認 
・疫学調査では、バイアスのない被ばく線量評価の利用が不可欠 

＋できるだけ多くの検証試験を実施し、検証試験の結果、被ばく線量評価の過程に反映し

ておくことが重要 
 
・検証の手法 

＋初期の被ばく線量の推定値を生物学的線量指標の実測値（バイオアッセイ）と比較 
（以下は、パラメータの選択が困難なため、他に手法がない時以外は推奨できない） 

＋ソースタームからモデル計算 
＋過去の事例から推測 

 
・測定と被ばく線量評価の双方に不確かさが付随するため、検証作業は一般的には評価手法や

パラメータに関する本質的な不備の指標を示すに過ぎない 
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５．現実的な被ばく線量の計算とバイアス源の最小化（Calculate realistic radiation doses, 
minimizing sources of bias） 

 
・直接測定を補完するモデルに対して、過小・過大評価の可能性の排除または最小化 
・リスク推定 ⇒ 評価対象の人口集団に対して、バイアスのない正確な被ばく線量を評価 
・疫学調査 ⇒ 評価対象の個々人に対して、バイアスのない正確な被ばく線量を評価 

最初に関連被ばく情報を用い、次に必要に応じて数学的モデルで補完 
 
・データの優先度 

＋調査対象者自身の被ばく線量の測定結果 
＋その他の人々の被ばく線量の測定結果 
＋環境放射線（能）の測定結果 
＋数学的モデル 

 
・仮定を常に必要とすることに注意し、後の評価のために仮定を明確に文書化するべき 

 
 
 
６．被ばく線量推定の検証（Validate the dose estimates） 
 
・被ばく線量の推定値が可能な限り正確に与えられ、系統的なバイアスを受けていないことの

確認 
・疫学調査では、バイアスのない被ばく線量評価の利用が不可欠 

＋できるだけ多くの検証試験を実施し、検証試験の結果、被ばく線量評価の過程に反映し

ておくことが重要 
 
・検証の手法 

＋初期の被ばく線量の推定値を生物学的線量指標の実測値（バイオアッセイ）と比較 
（以下は、パラメータの選択が困難なため、他に手法がない時以外は推奨できない） 

＋ソースタームからモデル計算 
＋過去の事例から推測 

 
・測定と被ばく線量評価の双方に不確かさが付随するため、検証作業は一般的には評価手法や

パラメータに関する本質的な不備の指標を示すに過ぎない 
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７．被ばく線量の不確かさ評価（Evaluate dosimetric uncertainties） 
 
・被ばく線量推定の信頼性、正確性、包括的妥当性の疑問に対応するために、不確かさ評価が

必要 
・リスク推定（後期段階）と疫学調査の両方で重要 

 
・不確かさの要因の例 

＋環境放射線（能）の測定 
＋実測結果の補完モデルの選択とパラメータ値 
＋生活習慣に関するインタビュー 
＋人体の代謝やサイズ（内部被ばく線量評価の場合） 

 
・集団におけるバイアスの取扱いは特徴的 

＋集団における共通のバイアスはあり得る 
＋集団共通バイアス、個人統合バイアスを加味するモデルもある 

 
・不確かさの要因評価においては、常に未知の要因が潜むことを懸念するべき 

 
 
 

表Ⅳ-1 2 種類の健康リスク評価に対するガイドラインの適用 
 

GL※ 施 策 
リスク推定への適用 

疫学調査への 
適用 

初期段階 後期段階 

１ 被ばく者の登録名簿作成 不要 不要 必須 

２ 個人ベース線量の測定結果収集 有効 有効 極めて有効 

３ 被ばく者の個人情報収集 不要 不要 極めて有効 

４ 放射線場のデータ収集 必須 必須 必須 

５ 現実的でバイアスのない線量計算 有効 必須 必須 

６ 被ばく線量推定の検証 不要 有効 極めて有効 

７ 被ばく線量推定の不確かさ評価 不要 極めて有効 極めて有効 

※ガイドライン（Guideline） 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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